
2 第3章 	安心で質の高い医療・介護サービスの
安定的な提供

第1節 医療保険制度の機能強化

1961（昭和36）年に国民皆保険を達成して以来、社会保険方式の下、全ての国民が職
業・地域に応じて健康保険や国民健康保険といった公的医療保険制度に加入することと
なっている。そして、病気等の際には、保険証1枚で一定の自己負担により必要な医療
サービスを受けることができる制度を採用することにより、誰もが安心して医療を受ける
ことができる医療制度を実現し、世界最長の平均寿命や高い保健医療水準を達成してき
た。

一方、国民皆保険達成から半世紀を超え、少子高齢化の進展、非正規雇用の増加など雇
用基盤の変化、医療の高度化等、医療を取り巻く環境は大きく変化している。

今後とも必要な医療を確保しつつ、これらの社会経済情勢の変化に対応できるよう、効
率化・重点化に取り組みつつ、医療保険制度の機能強化を図っていくことが必要となって
いる。

1	市町村国保の財政基盤の強化と財政運営の都道府県単位化
市町村が行う国民健康保険（市町村国保）は、健康保険など他の保険に加入していない

方々が加入している医療保険で、市町村が運営している。この制度があることで、国民誰
もが公的医療保険に加入する「国民皆保険」を実現している。

市町村国保は、国民皆保険の基礎として重要な役割を果たしているが、近年の産業構造
と就業構造の変化や高齢化の進展に伴い、市町村国保の加入者のうち、自営業や農林水産
業の者が大幅に減少し、非正規労働者や無職といった低所得の者や、高齢で医療の必要が
高い者が多く加入している現状にある。また、加入者が少なく財政運営が不安定となる市
町村があるとともに、市町村ごとの保険料に大きな差があるといった問題が生まれてい
る。

このため、これまでも、市町村国保の財政基盤強化策や、一定額以上の医療費について
都道府県内の全市町村が共同で負担する事業の実施、都道府県内の市町村国保財政の不均
衡を調整するための都道府県調整交付金の導入といった取組みを進めてきた。今回、こう
した取組を更に進め、国民健康保険制度の安定的な運営を確保するための「国民健康保険
法等の一部を改正する法律案」を2012（平成24）年通常国会に提出し、4月5日、可
決・成立したところである。主な内容は以下のとおりである。

第一に、現在暫定措置である市町村国保の財政基盤強化策（保険者支援制度及び都道府
県単位の共同事業）＊1を2015（平成27）年度から恒久化することとした。

第二に、市町村国保の都道府県単位の共同事業について、2015年度から事業対象を全
ての医療費に拡大し、財政運営の都道府県単位化を推進することとした。

＊1	 平成24年国民健康保険法の一部を改正する法律についてのリンク先
	 http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryouhoken/iryouhoken-h24/index.html
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第三に、都道府県の財政調整機能の強化と市町村国保財政の共同事業の拡大の円滑な推
進等のため、2012年度から都道府県調整交付金を給付費等の7％から9％に引き上げる
こととした。

図表3-1-1 国民健康保険法の一部を改正する法律の概要

○国民健康保険制度の安定的な運営を確保するため、国民健康保険の財政基盤強化策を恒久化するとともに、
財政運営の都道府県単位化の推進、都道府県調整交付金の割合の引上げ等の所要の措置を講ずる。

1．法律の概要

（1）及び（2）について　　平成27年4月1日
（3）及び（4）について　　平成24年4月1日

2．施行期日（適用日）

（1）財政基盤強化策の恒久化
　平成22年度から平成25年度までの暫定措置である市町村国保の財政基盤強化策（保険者支援制度及び都道府県単
位の共同事業（高額医療費共同事業及び保険財政共同安定化事業））を恒久化する。
※保険者支援制度
→保険料軽減の対象となる低所得者数に応じて、保険者に対して財政支援する制度（国、都道府県、市町村が2：1：1で負担）

※都道府県単位の共同事業
①高額医療費共同事業：
→一定額以上（一件80万円超）の高額医療費について、都道府県内の全市町村が拠出し、各市町村の単年度の負担の変動
を緩和する事業（国・都道府県が事業対象の1/4ずつ公費負担）

②保険財政共同安定化事業：
→一定額以上（一件30万円超）の医療費について、都道府県内の全市町村の拠出により共同で負担する事業

（2）財政運営の都道府県単位化の推進
　市町村国保の都道府県単位の共同事業（保険財政共同安定化事業）について、事業対象を全ての医療費に拡大する。

（3）都道府県調整交付金の割合の引上げ
　都道府県の財政調整機能の強化と市町村国保財政の共同事業の拡大の円滑な推進等のため、都道府県調整交付金を
給付費等の7％から9％に引き上げる。
※これに伴い、定率国庫負担を給付費等の32％とする。

（4）その他
　恒久化までの間、財政基盤強化策（暫定措置）を1年間（平成26年度まで）延長する等、所要の措置を講ずる。

2	短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大
短時間労働者については、1週間の所定労働時間が30時間以上の者等が健康保険の適

用の対象となっていたが、非正規雇用の増加など雇用環境の変化に対応するため、健康保
険の適用範囲を拡大する法案（公的年金法等の一部を改正する法律案）が2012（平成
24）年の通常国会で成立した。

新たに適用となる者は、①1週間の所定労働時間が20時間以上、②月額賃金8.8万円
以上、③勤務期間1年以上、④従業員501人以上の事業主に使用される者、⑤学生以外の
者のすべての要件に該当する者としており、2016（平成28）年10月に施行されること
となっている。

また、短時間労働者など賃金が低い加入者が多い保険者の負担を軽減する観点から、賃
金が低い加入者の後期高齢者支援金・介護納付金の負担について、被用者保険者間で広く
分かち合う特例措置を導入し、適用拡大によって生じる保険者の負担を緩和することとし
ている。

第2部　現下の政策課題への対応
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2
3	高額療養費制度の見直しについて

高額療養費制度は、病気や事故などにより高額な医療
費がかかった場合でも、家計に対する医療費の負担が過
大なものとならないよう、公的医療保険の自己負担額に
一定の歯止めをかけるものである。

具体的には、所得に応じて設定される月ごとの自己負
担の上限額（一般的な所得の者で約8万円）を超える部
分を、保険者が高額療養費として支給する。

高額療養費の支給に当たっては、一回の受診や一人の
窓口負担では自己負担の上限額を超えない場合でも、複
数回の受診や同じ世帯の家族の窓口負担額を1か月単位
で合算できる。また、継続して高額な医療費がかかる場
合の負担を軽減するため、過去12か月で3回以上高額
療養費制度を利用している場合には、4回目以降からは、
更に自己負担の上限額が引き下げられる（一般的な所得の者で44,400円）。

このように、高額な医療費に対しては負担に一定の歯止めをかけているが、近年、医療
の高度化により、がんの患者など長期にわたって高額な医療を受ける方が増え、これらの
方の負担をより軽減し、医療保険のセーフティネット機能を強化することが求められてい
る一方で、高額療養費の支給額がこの10年間で2倍程度に増加しており、制度をどのよ
うに持続可能なものにしていくかが課題となっている。

このため、2012（平成24）年度より、同一の医療機関等で1か月の窓口負担が自己負
担の上限額を超えた場合、窓口で多額の自己負担を立替えて支払う必要がない仕組みを導
入した（現物給付化）。これにより、従来から現物給付化されていた入院診療に加え、外
来診療についても、高額な医療費がかかる患者の負担が軽減されることとなった。

また、高額療養費は月単位の上限額の設定となっているため、社会保障・税一体改革大
綱では、まずは、所要の財源を確保した上で、特に低所得者の方に配慮して、年間での負
担上限等の導入を目指すこととされている。そして、これらの取組に加え、制度の持続可
能性の観点から、高額療養費の改善に必要な財源と方策を検討することとされている。

4	高齢者医療制度の見直し
2008（平成20）年度から75歳以上の高齢者等を対象とする後期高齢者医療制度が施

行されたが、よりよい制度を目指す観点から、2010（平成22）年12月、厚生労働大臣
主宰の高齢者医療制度改革会議で制度の見直しについてとりまとめが行われ、「社会保障・
税一体改革大綱」（2012（平成24）年２月17日閣議決定）では、このとりまとめ等を踏
まえ、関係者の理解を得た上で、高齢者医療制度の見直しを行う旨等が盛り込まれた。

社会保障制度改革推進法では、「今後の高齢者医療制度については、状況等を踏まえ、
必要に応じて、社会保障制度改革国民会議において検討し、結論を得る」とされたところ
であり、政府としては、同法の規定に則し、高齢者医療制度の見直しを国民健康保険の広
域化とともに進めていく。
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5	医療費適正化に向けた取組み
2009（平成21）年度の国民医療費は、36.0兆円（1人当たり28.2万円）となってい

るが、医療技術の進歩、高齢化等により、今後も医療費が伸び続けていくことが見込まれ
る中、国民皆保険を堅持していくため、医療費の伸びの構造的要因に着目し、必要な医療
を確保した上で、効率化できる部分は効率化を図ることが重要であり、生活習慣病の予防
や、患者の心身の状態に応じた適切な医療サービス等の効率的な医療の提供を推進してい
く必要がある。

このため、国と都道府県においては、生活習慣病対策と平均在院日数の短縮に関する目
標を掲げた医療費適正化計画（2008（平成20）年度～2012（平成24）年度）を定めて
いる。中間年度である2010（平成22）年度に、国と都道府県それぞれにおいて、計画の
進捗状況に関する評価（中間評価）を行ったところであり、2012年度においてはこれま
での取組みとその結果を踏まえ、2013（平成25）年度からの第二期医療費適正化計画の
策定に向けて取り組んでいく。

また、医療費適正化計画の作成、実施及び評価に活用することを目的として、電子デー
タにより請求されたレセプトの情報及び特定健診等の情報を国において収集しているが、
医療費適正化計画の作成等への活用のほかに、医療サービスの質の向上や学術研究の発展
に資する研究に活用されることを目的として、これらの情報の国及び国以外の第三者への
提供を2011（平成23）年度より試行的に開始した。

呉市の医療費適正化に向けた取組みについて

コラム

～呉市の保険財政の現状や背景～
少子高齢社会を迎えた現在、医療費の適正

化に向けた取組みが全国各地で行われている
が、その中でも特に注目を集めているのが、
広島県呉市の取組みだ。
呉市の人口は244,714人（2011（平成

23）年3月末現在）で、広島県内で第3位
の人口規模を誇っている。また、国民健康保
険に加入しているのは56,067人と、人口の
約23％を占める。
呉市は、ここ四半世紀で15歳未満人口が

半減する一方で、65歳以上人口は1.8倍に
まで増加するなど、人口減少・少子高齢化の
進展が著しい。こと高齢化率においては、全
国の人口15万人以上の都市で最も高くなっ
ている。さらには、戦前において海軍の拠点
だった影響で、病院等の医療施設が多くあっ
た。
このような様々な要因が重なり、呉市の国

保医療費は全国平均を上回る状況が続いてき
た。
こうした状況に危機感を抱いた呉市が、ま
ず初めに取り組んだのは、レセプト（医療費
の明細書）の電子データ化である。この施策
には、医療費の適正化に加えて、被保険者の
健康保持・増進、被保険者・保険者の負担軽
減という狙いがあった。

～レセプト電子化を活用した取組み（重
複受診患者等への指導など）～
まず、「被保険者・保険者の負担軽減」と
いうのはどういうことだろうか。これは、レ
セプトデータを活用し、重複受診（同一の傷
病により複数の医療機関を受診すること）者
や頻回受診（頻繁に外来受診をすること）者
を抽出して保健指導を行うというものであ
る。この取組みにより、それぞれ最大で
69,400円、114,770円もの診療費を削減

第2部　現下の政策課題への対応
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2

6	平成24年度診療報酬改定
2012（平成24）年度診療報酬改定は、6年に1度の介護報酬との同時改定であり、社

会保障・税一体改革の確実な実現に向けた第一歩として、2025（平成37）年のあるべき
医療・介護の姿を念頭に置いた取組を行った。

具体的には、国民・患者が望む安心・安全で質の高い医療が受けられる環境を整えてい
くため、概ね5,500億円の診療報酬本体の引上げを行い、病院勤務医等の負担の大きな医
療従事者の負担軽減や、医療・介護連携、在宅医療の充実をはじめとする地域医療の再生
などに重点的に配分した。

できた患者もいたという。
また、レセプトデータには処方実績も含ま

れるため、ジェネリック医薬品をした場合の
差額を国保加入者に通知するサービスも行っ
ている。この通知により差額を知ってジェネ
リック医薬品に切り替える加入者が増え、
2010（平成22）年度は1億円近くの医療費
を削減することに成功した。

～人工透析予備軍への健康指導～
「被保険者の健康保持・増進」というのは、
具体的には、糖尿病性腎症患者のうち、人工
透析導入前段階にある患者に対し、通院先の
医療機関と協力しながら、学習プログラムを
提供する取組みである。人工透析の1人当た
りの医療費は年間500万円にもなることに
加え、時間的拘束や身体的・社会的制限が発
生することにより、患者及びその家族の
QOL（生活の質）の低下をもたらすことに

なる。
呉市では、対象患者に対し、テキスト等教
材の配布や低たんぱく・減塩メニューの料理
教室、さらには呉市が委託する疾病管理ナー
スによる面接や電話による指導を行ってい
る。取組みを始めるにあたって、医療機関を
はじめとした関係諸機関との連携体制の構築
を図った。実際の指導では、患者が拒否的
だったりという例があったが、疾病管理ナー
スを中心に粘り強く、無理なくできることか
ら指導を進めていくことで、効果が出始め、
今では大きな効果をあげているという。

～全国から注目される呉市～
このような呉市の取組みは、全国各地から
注目を集めている。他の自治体の行政職員や
議員が視察に来たり、講演を依頼されたりす
ることも多い。呉市保険年金課の吉原課長は
「どこの自治体も同じ課題を抱えている。呉
市の取組みを参考にしてもらえれば」と話し
ている。
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図表3-1-2 平成24年度診療報酬改定の概要

○「社会保障・税一体改革成案」で示した2025年のイメージを見据えつつ、あるべき医療の実現に向けた第一
歩の改定。
○国民・患者が望む安心・安全で質の高い医療が受けられる環境を整えていくために必要な分野に重点配分

全体改定率　　　　＋0.004％
診療報酬（本体）　　　＋1.38％
　　　　　　　　　　　　 （約5,500億円）

 医科 ＋1.55％ （約4,700億円）
 歯科 ＋1.70％ （約500億円）
 調剤 ＋0.46％ （約300億円）

 薬価等 ▲1.38％ （約5,500億円）

医科における重点配分（4,700億円）
歯科における重点配分（500億円）

調剤における重点配分（300億円）

Ⅰ　負担の大きな医療従事者の負担軽減
◎今後とも急性期医療等を適切に提供し続けるため、病院勤務医
をはじめとした医療従事者の負担軽減を講じる。 （1,200億円）

Ⅱ　医療と介護等との機能分化や円滑な連携、在宅医療の充実
◎今回改定は、医療と介護との同時改定であり、超高齢社会に向
けて、急性期から在宅、介護まで切れ目のない包括的なサービ
スを提供する。　　　　　　　　　　　　　　　  （1,500億円）

Ⅲ　がん治療、認知症治療などの医療技術の進歩の促進と導入
◎日々進化する医療技術を遅滞なく国民皆が受けることができる
よう、医療技術の進歩の促進と導入に取り組む。 （2,000億円）

Ⅰ　チーム医療の推進や在宅歯科医療の充実等
◎医療連携により、誤嚥性肺炎等の術後合併症
の軽減を図り、また、超高齢社会に対応する
ために在宅歯科医療の推進を図る。

Ⅱ　生活の質に配慮した歯科医療の適切な評価
◎う蝕や歯周病等の歯科疾患の改善のため、歯
の保存に資する技術等の充実を図る。

Ⅰ　在宅薬剤管理指導業務の推進や薬局におけ
る薬学的管理及び指導の充実
◎在宅薬剤関連業務を推進するとともに、残薬
確認、お薬手帳を含めた薬剤服用歴管理指導
の充実を図る。

Ⅱ　後発医薬品の使用促進
◎薬局からの後発医薬品の情報提供等を推進す
る。

第2節 医療提供体制の機能強化

1	質が高く効率的な医療提供体制の構築
我が国の医療提供体制は、国民皆保険制度とフリーアクセスの下で、国民が必要な医療

を受けることができるよう整備が進められ、国民の健康を確保するための重要な基盤と
なっている。しかし、現在、産科・小児科等の診療科やへき地等における深刻な医師不足
問題や、救急患者の受入れの問題等に直面しており、これらの問題に対する緊急の対策を
講じる必要がある。また、急速な少子高齢化、医療技術の進歩、国民の医療に対する意識
の変化等、医療を取り巻く環境が変化する中で、将来を見据え、どのような医療提供体制
を構築するかという中長期的な課題にも取り組まなければならない。このため、2011

（平成23）年12月に医療提供体制の改革に関する意見が社会保障審議会医療部会におい
て、取りまとめられたところである。今後、残された論点の整理を行いながら、関連法案
の早朝の国会提出に向けて検討を進めていく。
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2 （1）医療計画による地域の医療機能の分化・連携の推進
限られた医療資源を有効に活用し、質の高い医療を実現するためには、地域の医療機関

が機能分化と連携を図り、急性期から回復期を経て維持期に至るまで、地域全体で切れ目
なく必要な医療を提供する体制を整備することが重要である。このため、都道府県の医療
計画において、五疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）・五事業（救
急医療、災害時における医療、へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療を含
む。））及び在宅医療のそれぞれについて、必要となる医療機能を定めた上で、各医療機能
を担う医療機関を明示し、地域の医療連携体制を構築することとしている。

医療計画においては、2013（平成25）年度からの次期医療計画の開始に向けて、「医
療計画の見直し等に関する検討会」や社会保障審議会医療部会のとりまとめ意見を受け、
医療計画に達成すべき目標や医療連携体制等を記載する疾病等として精神疾患、在宅医療
の追加、二次医療圏の設定の見直し及び疾病・事業ごとのPDCAサイクルの推進等につ
いて、見直しが行われ、2012年（平成24）年3月30日に都道府県に対して作成指針等
を通知した。

図表3-2-1 医療機能の分化・連携

○各地域において、急性期から回復期、在宅療養に至るまで、地域全体で切れ目なく必要な医療が提供される
ネットワークを構築

発症

○脳卒中の発症予防
発症予防

救急医療

○○病院（救命センター）
△△脳神経外科病院

救
急
搬
送

時間の流れ

医
療
機
能

救
急
要
請

転院・退院時連携

転
院
時
連
携

介護保険施設●●
□□脳神経外科医院

◇◇リハビリテーション病院
■■病院（回復期リハ病棟）

退院時連携

退院・退所・通院、在宅療養支援

在宅等での生活 ケアハウス、有料老人ホーム等
多様な居住の場を含む

○維持期のリハビリテ－ション実施
○在宅等への復帰及び日常生活継続を支援

○回復期のリハビリテ－ション実施
○再発予防治療、基礎疾患・危険因子の
管理

○来院後1時間以内の専門的治療
開始
○急性期のリハビリテーション
実施

日常生活への復帰及び維持のため
のリハビリテーション

身体機能を回復させる
リハビリテーション

（2）地域医療体制の整備
1救急医療

救急医療は、国民が安心して暮らしていく上で欠かすことのできないものである。この
ため、1977（昭和52）年度から、初期救急、入院を要する救急（二次救急）、救命救急

（三次救急）の救急医療体制を体系的に整備してきた。
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図表3-2-2 救急医療体制の体系

（未熟児等）

入院を要する救急医療（休日・夜間） 入院を要する小児救急医療（休日・夜間）

救命救急センター 小児救命救急センター 周産期母子医療センター
救命救急医療（24時間） 周産期救急医療救命救急医療（24時間）

・病院群輪番制病院
・共同利用型病院

・小児救急医療支援事業
・小児救急医療拠点病院

大人の救急患者 子どもの救急患者

初期救急医療（休日・夜間）

・在宅当番医制
・休日夜間急患センター

小児初期救急センター

小児救急電話相談事業（#8000）
小児救急に関する電話相談（休日・夜間）

しかし、救急利用の増加に救急医療体制が十分に対応できず、救急患者が円滑に受け入
れられない事案が発生している。このような状況を改善するため、2012（平成24）年度
予算において、①重篤な救急患者を24時間体制で受け入れる救命救急センターに対する
支援、②受入困難患者の受入れを確実に行う役割を担う医療機関に対する支援、③夜間・
休日の救急医療を担う医師の手当に対する支援、④急性期を脱した救急患者の円滑な転
床・転院を促進するための専任者の配置に対する支援等を行っている。

また、消防と医療の連携を強化し、救急患者の搬送・受入れがより円滑に行われるよ
う、消防法の規定に基づき、各都道府県において、消防機関や医療機関等と連携し、傷病
者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関する基準を策定し、これに基づく救急患者の搬
送・受入が行われているところである。さらに、ドクターヘリを用いた救急医療提供体制
を全国的に整備するため、補助事業を行っており、2012年3月末現在、27道府県32か
所で同事業のドクターヘリが運用されている。

2小児医療
小児医療は、少子化が進行する中で、子どもたちの生命を守り、また保護者の育児面に

おける安心の確保を図る観点から、その体制の整備が重要となっている。また、小児の救
命救急医療を担う医療機関等を整備する必要性が指摘されていることから、平成24年度
予算において、①小児の救命救急医療を担う小児救命救急センターに対する支援、②急性
期にある小児への集中的・専門的医療を行う小児集中治療室に対する支援等を行ってい
る。

また、小児の急病時の保護者の不安解消等のための小児救急電話相談事業（#8000）
を実施している。小児の保護者等が、夜間・休日の急な小児の病気にどう対処したらよい
か、病院の診療を受けた方がよいか等の判断に迷ったときに、全国同一の短縮番号
#8000により、都道府県の電話相談窓口につながり、小児科医等から、小児の症状に応
じた適切な対処の仕方や受診する病院等の助言等を受けることができる。
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2 3周産期医療
リスクの高い妊産婦や新生児等に高度な医療が適切に提供されるよう、周産期医療の中

核となる総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターを整備し、地域の
分娩施設との連携を確保すること等により、妊産婦死亡率や新生児死亡率の改善が図られ
てきた一方で、現在でも新生児集中治療管理室（NICU＊2）の不足＊3等の課題を抱えてい
る。このため、平成24年度予算において、①周産期母子医療センターの母体・胎児集中
治療管理室（MFICU＊4）、NICU等に対する支援、②産科医等の分娩手当、NICUの新
生児医療担当医の手当に対する支援、③NICU等の長期入院児の在宅移行へのトレーニ
ング等を行う地域療育支援施設を設置する医療機関に対する支援、④在宅に移行した小児
をいつでも一時的に受け入れる医療機関に対する支援等を行っている。

4災害医療
地震等の災害時における医療対策として、阪神・淡路大震災の教訓をいかし、災害発生

時の医療拠点となる災害拠点病院の整備（2012年1月現在638か所）や、災害派遣医療
チーム（DMAT＊5）の養成等を進めている（2012年3月末までに1,002チームが研修終
了）。また、東日本大震災の経験から、2011年10月に取りまとめられた「災害医療等の
あり方に関する検討会報告書」の内容も踏まえて、統括DMATをサポートする要員を確
保するため、DMAT事務局及びDMAT都道府県調整本部等に入るロジスティック担当
者や、病院支援、情報収集等を担う後方支援を専門とするロジスティック担当者からなる
専属チームの養成を行っていく。

また、医療機関の耐震化について、病院の耐震整備に対する補助事業を行うとともに、
2009（平成21）年度第一次補正予算により都道府県に設置した病院耐震化の基金を
2010（平成22）年度予備費、2011（平成23）年度第三次補正予算により増額し、災害
拠点病院等の耐震整備を支援している。

5へき地・離島医療対策
へき地や離島における医療の確保は、人口が少な

く、交通が不便であるなどの難しさを抱えている。
このため、都道府県においてへき地保健医療計画を
策定し、地域の実情に応じて、へき地診療所におけ
る住民への医療の提供、へき地医療拠点病院等によ
る巡回診療（写真）や代診医派遣、救急時の搬送手
段の確保、遠隔医療の導入等に取り組んでいる。第
11次へき地保健医療計画（2011年度～2015（平
成27）年度）においては、へき地勤務医に対する

高知県における無医地区巡回診療
（医療チームと巡回診療車）

＊2	 NICU：「Neonatal Intensive Care Unit」の略。
＊3	 「子ども・子育てビジョン」（2010（平成22）年1月29日閣議決定）において、2014（平成26）年度までに出生1万人当たり25～

30床を目標に更なる整備を進めることとされている。
＊4	 MFICU：「Maternal Fetal Intensive Care Unit」の略
＊5	 DMAT：「Disaster Medical Assistance Team」の略。災害拠点病院等において、原則4名の医師・看護師等により構成され、災害発

生後直ちに被災地に入り、被災地内におけるトリアージや救命処置、被災地内の病院の支援等を行うもの。出動の際には、国立病院機構
災害医療センター内に設置されたDMAT事務局が、DMAT派遣の要請等について厚生労働省の本部機能を果たし、活動全般についての
取組を行うとともに、被災地域の各都道府県下に、DMAT都道府県調整本部が設置され、管内等で活動する全てのDMATの指揮及び調
整、消防等関連機関との連携及び調整等を行う。その際、一定の研修を修了したDMAT隊員である統括DMATが、責任者として
DMATの指揮、調整等を行う。
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キャリア形成支援を充実させるなど持続可能性のあるへき地保健医療体制の構築に取り組
むこととしている。

6社会医療法人制度
社会医療法人は、医療計画に基づき地域で提供することが特に必要な医療（救急医療、災

害時における医療、へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む。））を担う
ものとして、都道府県知事又は厚生労働大臣が認定する医療法人である。経営の安定化を図
るため、収益業務の実施や社会医療法人債の発行ができるほか、医療保健業に係る法人税の
非課税措置が講じられている。2012年4月1日現在で168の社会医療法人が認定されている。

（3）地域医療再生基金
地域における医療課題の解決を図るため、2009（平成21）年度補正予算において、都

道府県に地域医療再生基金を設置し、2013（平成25）年度までの5年間、都道府県が策
定する地域医療再生計画に基づく、地域の医師確保、救急医療の強化等の取組みを支援し
ている。（予算総額2,350億円）

2010（平成22）年度第一次補正予算においては、地域医療再生基金を拡充し、2013
（平成25）年度までを計画期間として新たに策定する地域医療再生計画に基づいて、高
度・専門医療機関、救命救急センターの整備・拡充や、これらの医療機関と連携する医療
機関の機能強化など、都道府県全域（三次医療圏）を対象とした都道府県による地域医療
再生の取組みを支援している。（予算総額2,100億円）

（4）医療安全の確保
1医療の安全の確保
① 医療安全支援センターにおける医療安全の確保

2003（平成15）年より、患者・家族等の苦情・相談などへの迅速な対応や、医療機関
への情報提供を行う体制を構築するため、都道府県、保健所設置市等における医療安全支
援センター（以下「センター」という。）の設置を推進しており、現在では、センターは
すべての都道府県に設置されている。センターにおける業務の質の向上のため、センター
の職員を対象とする研修や、相談事例を収集、分析するなどの取組みを支援している＊6。

② 医療機関における安全確保の体制整備
一方で、医療事故を未然に防ぎ、安全に医療が提供される体制を確保するため、病院な

どに対して、医療に関する安全管理のための指針の整備や職員研修の実施などが義務づけ
られている。また、院内感染対策のための体制の確保や医薬品・医療機器の安全管理、安
全使用のため体制の確保についても実施すべきものとし、個々の病院などにおける医療の
安全を確保するための取組みを推進している。

＊6	 医療安全支援センター総合支援事業を紹介したホームページ
	 http://www.anzen-shien.jp/
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2 ③ 医療事故情報収集等事業＊7

医療事故の原因を分析し、再発を防止するため、2004（平成16）年10月から、公益
財団法人日本医療機能評価機構を登録分析機関として、医療事故などに関する情報を収
集、分析する事業（以下「医療事故情報収集等事業」という。）を実施している。

医療事故情報収集等事業は、医療機関からの報告を基に、定量的、定性的な分析を行
い、その結果を3か月ごとに報告書として公表している。2010（平成22）年からは、医
療事故の予防や再発防止に役立つ情報を増やすため、Web上に報告事例のデータベース
を構築し、運用を開始している。

2産科医療補償制度
安心して産科医療を受けられる環境整備の一環として、2009（平成21）年1月から、

産科医療補償制度＊8が開始されている。産科医療補償制度は、分娩に係る医療事故によ
り脳性麻痺となった児及びその保護者の経済的負担を速やかに補償するとともに、事故原
因の分析を行い、将来の同種事故の防止に資する情報を提供すること等により、紛争の防
止・早期解決及び産科医療の質の向上を図ることを目的としている。

3死因究明に資する死亡時画像診断の活用に関する検討
異状死や診療行為に関連した死亡の原因究明を行う際に、死亡時画像診断（Ai；

Autopsy imaging）を活用する方法等について、2010年6月より「死因究明に資する死
亡時画像診断の活用に関する検討会」において検討し、2011（平成23）年7月に、死亡
時画像診断の有用性や実施体制の整備を内容とする報告書が取りまとめられた。

（5）医療に関する情報提供の推進
医療に関する十分な情報をもとに、患者・国民が適切な医療を選択できるよう支援する

ため、①都道府県が医療機関に関する情報を集約し、わかりやすく住民に情報提供する制
度（医療機能情報提供制度＊9）を創設するとともに、②医療広告として広告できる事項に
ついて大幅な緩和を行った。

（6）医療の質の向上に向けた取組み
根拠に基づく医療（EBM）の浸透や、患者・国民による医療の質への関心の高まりな

どの現状を踏まえ、厚生労働省では、2010（平成22）年度から「医療の質の評価・公表
等推進事業」を開始した。本事業では、患者満足度や、診療内容、診療後の患者の健康状
態に関する指標等を用いて医療の質を評価・公表し、公表等に当たっての問題点を分析す
る取組みを助成している。

（7）医療分野における国際化への対応
2010（平成22）年6月18日に閣議決定された「新成長戦略」において、国際医療交

＊7	 医療事故情報収集等事業を紹介したホームページ
	 http://www.med-safe.jp/
＊8	 産科医療補償制度の詳細を紹介したホームページ
	 http://www.sanka-hp.jcqhc.or.jp/index.html
＊9	 各都道府県の医療機能情報提供制度へのリンク集
	 http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/isei/teikyouseido/index.html
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流（外国人患者の受入れ）の推進が示された。アジア等で急増する医療ニーズに対し、最
先端の機器による診断やがん・心疾患等の治療、滞在型の慢性疾患管理など日本の医療の
強みを提供しながら、国際交流と国内医療技術のさらなる高度化につなげる。

2012（平成24）年度からは、外国人患者を受け入れる医療機関の質の確保を図ること
を目的に、外国人患者の受入に資する医療機関の認証制度を開始する。厚生労働省として
は、国民に対する医療の確保が阻害されることのないよう十分留意しながら、医療の国際
化を進めることとしている。

また、発展途上国の医療水準の向上や我が国の医療技術のさらなる発展を促進するた
め、日本と外国の医療従事者間の国際交流を進展させることも重要である。こうした観点
から、2011（平成23）年4月に、外国医師等が日本で医療研修を受けるための臨床修練
制度について、その活用を促進する観点から、手続きを簡素化したところである。

今後は、日本の医師に対する医療技術の教授や国際水準の共同臨床研究を円滑に実施で
きるよう、制度の見直しに向けて検討を進めることとしている。

2	医療人材の確保及び質の向上の推進
（1）医療を担う人材の確保の推進
1医師養成数の増加

我が国では、人口当たりの医師数がOECD平均を下回っており、医師の絶対数が不足
していることが指摘されている。このため、2008（平成20）年度より医学部入学定員を
増員し、2009（平成21）年度に過去最大の8,486名とした。さらに、2010（平成22）
年度には、地域の医師確保等の観点から、卒業後に当該地域で従事することを条件として
奨学金を支給する仕組み（地域枠）等を活用し、緊急臨時的に360名の増員（入学定員
は8,846名）を行い、同様の枠組みで2011（平成23）年度は77名増員（入学定員は
8,923名）、2012（平成24）年度は68名の増員（入学定員は8,991名）を行った。

2医師の診療科偏在・地域偏在対策
我が国では、都市部に比べ山間部・へき地の医師数が極めて少ないといった医師の地域

的な偏在、産科・小児科等の診療科を中心に医師不足が深刻であるなど診療科間の偏在の
問題が生じている。

このため、2011年度予算において、医師の地域偏在を解消するため、大学との緊密な
連携を図りつつ、医師のキャリア形成上の不安を解消しながら、地域枠の医師などを活用
して、医師不足病院の医師の確保を支援する「地域医療支援センター＊10」の都道府県に
よる設定に対し、補助を行うこととした。2012（平成24）年度予算においては、病院勤
務医の負担軽減等の対策を引き続き行っていくほか、
①「地域医療支援センター」の箇所数の拡充（15か所→20か所）
②医師不足地域の臨床研修指導医や研修医を確保するため、大学病院や都市部の中核病院

と医師不足地域の中小病院・診療所が連携した臨床研修の実施
③看護師、薬剤師等医療関係職種の活用の推進や役割の拡大によるチーム医療を推進する

ため、その安全性や効果の実証
＊10	 2011年度は、先行的に、県内医師の地域偏在が大きい、へき地、無医地区が多い等の15の道府県で実施。
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2 に対する財政支援を通して、各都道府県の医師確保対策の取組みを支援している。また、
先述の通り、地域の医師確保等の観点から、卒業後に当該地域で従事することを条件とし
た奨学金を支給する仕組み（地域枠）等を活用した医学部定員の増員を行っている。

3看護職員の確保
我が国の看護を取り巻く状況は、少子化による養成数の減少、今後の医療ニーズの増

大・高度化や患者本位の質の高い医療サービスを実現する必要があるなど看護職員を質・
量ともに確保することが求められている。

2011年度においては、看護師等養成所の運営費補助、病院内保育所及び新人看護職員
研修の支援、ナースセンターにおける求人求職情報の提供や就職あっせん等に対して国庫
補助を行うなど、看護職員の資質の向上、養成の促進、定着の促進、再就業の支援等総合
的な対策を推進してきており、就業者数は毎年着実に増加している。

厚生労働省では、2010年12月に第七次看護職員需給見通しに関する検討会において
策定した、2011年から2015（平成27）年までの新たな需給見通しの中で、2015年末
には需要見通しを約150万1,000人、供給見通しを約148万6,000人と見込んでおり、
今後とも、需給見通しに沿った着実な看護職員の確保に取り組んでいくこととしている。

また、「看護師等の『雇用の質』の向上に関する省内プロジェクトチーム」において看
護師等の勤務環境の改善に向け検討を行い、2011年6月に、魅力ある職業として、職場
づくり、人づくり、ネットワークづくりの推進を提言する報告書を取りまとめ、2011年
度から短時間正規雇用の導入の好事例の周知や、業務効率化、多様な働き方の導入等の職
場風土の改善に向けた都道府県の取組みへの支援など、仕事と生活の調和を促進させる施
策を行っている。

4女性医師等の離職防止・復職支援
近年、医師国家試験の合格者に占める女性の割合が約3分の1に高まるなど、医療現場

における女性の進出が進んでいる。このため、出産や育児といった様々なライフステージ
に対応して、女性医師等の方々が安心して業務に従事していただける環境の整備が重要で
ある。具体的には、
①病院内保育所の運営等に対する財政支援、
②出産や育児等により離職している女性医師等の復職支援のため、都道府県に受付・相談

窓口を設置し、研修受入れ医療機関の紹介や復職後の勤務様態に応じた研修の実施、
③ライフステージに応じて働くことのできる柔軟な勤務形態の促進を図るため、女性医師

バンクで就業斡旋等の再就業支援。

地域医療支援センターの役割

コラム

地域医療の課題である医師不足、医師の地
域偏在を解消するため、都道府県を事業主体
とする「地域医療支援センター」が2011

（平成23）年度から設置されることとなった
（2011年度は全国15道府県）。地域医療支
援センターの主な事業内容は①都道府県内の
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医師不足の状況や活用できる医師の情報の把
握・分析、②医師不足病院への医師確保支
援、③医師のキャリア形成支援、④医師や医
学生などからの相談への対応等である。今回
2011年8月に島根県に設置された「しまね
地域医療支援センター」（以下「センター」
という。）を紹介する。
東西に細長く、離島や中山間地を抱える島

根県は、医師数が松江や出雲周辺に偏在して
いる傾向にあり、特に、県西部では医師不足
が深刻化していることから、早急な対策が求
められている。県ではこれまでにも医師を
《呼ぶ》《助ける》《育てる》を三本柱として
様々な医師確保策を行ってきたが、今回課題
に対する取組みを一層強化することを目指
し、大学、医療機関、医師会、行政などが連
携し、医師確保の取組みや地域医療を目指す
若手医師等の育成を支援するために、島根大
学医学部および島根県庁にセンターが設置さ
れた。2013（平成25）年度には、島根大
学医学部内に建設される研修センター（仮
称）に事務所を移して、大学との連携を一層
強化し、若手医師のキャリア形成支援に力を
入れる予定である。業務内容は大きく分け
て、①医師不足状況等の把握、②医師不足病
院への支援、③医師のキャリア形成支援、④
情報発信と相談への対応、⑤ワークライフバ
ランスの推進、⑥地域医療関係者との連携で
ある。

《医師のキャリア形成支援》
センターでは若手医師が将来に不安を持つ

ことなく、県内で安心して勤務できるよう、
将来の目標や希望について気軽に相談できる
体制を整備した。具体的には2011年度は県
の医学生奨学金等の貸与を受けた者や島根大
学地域枠推薦入学者等48名に対し面談を実
施した。本人の目標や希望をもとに市町村や
地域の医療情勢等を考慮し、医師一人ひとり
に10年程度のキャリアプランの作成を支援
している。センターの担当者は「学生に対し
て医学部の卒業前後に地域医療に携わるよう
話をしたのでは遅く、なぜ医師になるのか、
卒業後地域医療にどう携わっていくのかにつ

いては、学生になった早い段階で動機づけを
しておかなければ、なかなか地域医療の担い
手は増えない」と話す。

《情報発信と相談への対応》
学生や初期・後期研修医等に対して大学・
県内医療機関等の取組みについて、専用ホー
ムページを作成し情報発信を行っている。そ
のほか、センターの取組みや専門医取得のた
めの研修情報を紹介するため、リーフレット
や専門医ガイドブックの作成・配布を行って
いる。

《ワークライフバランスの推進》
女性医師の離職防止、復職支援等の推進を
図ることを目的に、病院の相談体制の充実に
向けた取組み等を支援している。具体的に
は、県内医療機関の医師就労支援に関する状
況調査を実施し、結果をホームページで公表
している。また、臨床研修病院（7病院）の
女性医師に対して、「ワークライフバランス
指標調査」を実施した。
センターでは2012（平成24）年度の取
組みについて、医師のキャリア形成の面で
は、さらに増加する奨学金の貸与を受けた医
師や県外の県内出身医師等も含めてきめ細や
かな支援を引き続き行うこととしている。ま
たワークライフバランスの面では、各医療機
関での更なる支援体制の充実や働きやすい職
場環境づくりを推進する担当者の育成及び県
内ネットワークの構築を目指し、医療従事者
支援担当者研修会やワークショップの開催等
を行うこととしている。

	 ○しまね地域医療支援センター　http：//www.allshimane.jp/
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2 などの取組みを行っており、2012年度もこうした取組みを継続することとしている。
こうした対策を病院勤務医等の勤務環境の改善対策と併せて実施することで、女性医師

等の方々が安心して就業の継続や復職ができるような環境の整備を行うこととしている。

（2）医療を担う人材の質の向上
1チーム医療の推進

患者・家族とともに質の高い医療を実現するためには、各医療スタッフの専門性を高め
るとともに、それぞれの業務・役割を拡大し、かつ、各スタッフが互いに連携すること
で、患者の状況に的確に対応した医療を提供することが重要である。こうした観点から、
2010年（平成22年）3月に「チーム医療の推進に関する検討会」において取りまとめら
れた報告書を受け、2010年5月12日より、様々な立場の有識者から構成される「チーム
医療推進会議」を開催し、幅広い医療行為を実施できる「特定看護師（仮称）」制度の導
入等、同報告書において提言のあった具体的方策の実現に向けた検討を実施しているとこ
ろである。

また、2011（平成23）年度は、看護師、薬剤師等医療関係職種の活用の推進や役割の
拡大によりチーム医療を推進し、各種の業務の効率化・負担軽減を図るとともに、医療
サービスの質の向上を実現するため、チーム医療の安全性や効果の実証を行った（チーム
医療実証事業）。さらに、2012（平成24）年度予算では、チーム医療実証事業の取組み
のうち、他の医療機関でも活用しやすく、かつ、特に効果的な取組みを行った医療機関
が、地域の医療関係職種を対象としたワークショップを開催し、質の高いチーム医療の実
践を地域の医療現場に普及・定着させる取組みを行うこととしている。

また、チーム医療を推進する上で、現場で患者に寄り添っている看護師が、患者に安全
かつ迅速にサービスを提供するとともに、その能力を十分に発揮するためにも、高度かつ
専門的な知識・判断が必要とされる医療行為を実施するために教育・研修を受けた看護師
の能力を認証する仕組みは重要であることから、その在り方について「チーム医療推進会
議」で検討を行っている。また、2012年度予算ではこの教育・研修を受けた看護師が医
師の包括的指示を受け、看護業務を実施できる仕組みの構築に向け、業務の安全性や効果
の検証を行う。

厚生労働省としては、これらの取組みや、医療現場の実態等も踏まえ、より良い医療
サービスの提供を実現すべく、引き続きチーム医療の推進に取り組んでいくこととしてい
る。

2専門医の在り方に関する検討
厚生労働省では、医師の質の一層の向上や医師の偏在是正を図ることを目的として、

2011年10月に、「専門医の在り方に関する検討会」を開催し、関係学会等からヒアリン
グを行う等により、求められる専門医像、医師の質の一層の向上や地域医療の安定的確保
のための方策等について検討を進めている。この検討会では、専門医の在り方の一環とし
て、総合的な診療能力を有する医師についても検討を進めることにしている。専門医の在
り方については、国の関与の在り方を含めて更に検討を行い、2012年度中に取りまとめ
を行う予定である。
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3看護職員の資質向上等
我が国の看護を取り巻く環境は、急速な少子高齢化の進展、医療技術の進歩等大きく変

化している。こうした中で、医療現場の安全・安心を支え、患者の多様なニーズに見合っ
た看護を提供するという看護職員の役割は、ますます重要なものになると見込まれること
から、看護職員の資質のより一層の向上が求められている。

こうした背景の下、2009年7月には、保健師助産師看護師法等の一部を改正する法律
（平成21年法律第78号）が制定され、保健師、助産師及び看護師国家試験の受験資格の
改正と新たに業務に従事する看護職員の臨床研修その他の研修が努力義務とされる等の改
正が行われ、2010年4月1日から施行された。これに伴い、2011年1月に保健師及び助
産師の基礎教育のカリキュラム改正が行われ、2009年12月には「新人看護職員研修ガ
イドライン」を作成し、2011年2月には、「新人看護職員研修ガイドライン」に助産技術
の到達目標等を加えるとともに、新人保健師に対応した「新人看護職員研修ガイドライン
～保健師編～」を提示した。また、2010年度より、新人看護職員の研修事業を実施する
病院等への財政的支援等を行っているところである。こうした対策に着実に取り組むこと
により、看護職員の資質の向上を目指しているところである。

3	政策医療の推進
歴史的・社会的な経緯等により民間等での対応が困難な医療や、高度先駆的な医療につ

いては、国が医療政策として担うべきものであり、国立病院機構及び国立高度専門医療研
究センター（ナショナルセンター）を中心としてその着実な実施に取り組んでいる。

国立病院機構では、結核、重症心身障害、筋ジストロフィー、心神喪失者等医療観察法
に基づく医療など他の設置主体では必ずしも実施されないおそれのある医療や、国の政策
上、特に体制確保が求められる4疾病5事業（2013（平成25）年度より5疾病5事業）
に対する医療、大規模災害や感染症発生時における危機管理対応などについて、病院ネッ
トワークを活用し、診療・臨床研究・教育研修が一体となった事業を展開している。

また、ナショナルセンターでは、国民の健康に重大な影響のある、がんその他の悪性新
生物、循環器病、精神・神経疾患、感染症等国際的な調査研究が必要な疾患、成育に係る
疾患、加齢に伴う疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれらの業務
に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行っている。

これにより国の医療政策として高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の
向上及び増進に寄与することが期待されている。

さらに、現在、国立の医療機関として国立ハンセン病療養所が全国に13施設あり、そ
の入所者が良好かつ平穏な療養生活を営むことができるよう努めている。

4	後発医薬品（ジェネリック医薬品）の普及促進
後発医薬品とは、先発医薬品と同一の有効成分を同一量含む同一投与経路の製剤で、効

能・効果、用法・用量が原則的に同一で、先発医薬品と同等の臨床効果が得られる医薬品
をいい、ジェネリック医薬品とも呼ばれる。

後発医薬品を普及させることは、患者負担の軽減や医療保険財政の改善に資することか
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2 ら、2012（平成24）年度までに後発医薬品の数量シェアを30％以上にするという目標
を掲げており、その目標達成に向け国及び後発医薬品メーカー等関係者が取り組むべき内
容をまとめた「後発医薬品の安心使用促進アクションプログラム」（2007（平成19）年
10月策定）に基づき、後発医薬品の安定供給、品質の確保、情報提供体制の強化等、後
発医薬品に対する患者及び医療関係者の信頼を高めるための取組みを進めているところで
ある（2011（平成23）年9月現在、すべての医療用医薬品の取引における後発医薬品の
数量シェア22.8％）。

医療保険制度上も、これまで、処方せん様式の変更、療養担当規則の改正、薬局におけ
る後発医薬品の調剤を更に促すための調剤報酬上の評価の見直し、後発医薬品を積極的に
使用する医療機関に対する診療報酬上の評価の創設等の措置を講じてきた。

さらに、平成24年度診療報酬改定においては、薬局から患者への薬剤情報提供文書を
活用した後発医薬品に関する情報提供の評価、一般名処方の推進、個々の医薬品ごとに後
発医薬品への変更の可否を示すことができる処方せん様式への変更等を行うことにより、
後発医薬品のより一層の使用促進を図ることとしている。

また、各都道府県においても、「後発医薬品の安心使用促進のための協議会」を設置し、
地方の実情に応じた普及・啓発をはじめとした環境整備を行っている。

第3節 在宅医療・介護あんしん2012

多くの国民が自宅など住み慣れた環境での療養を望んでおり、高齢になっても病気に
なっても自分らしい生活を送ることができるよう支える在宅医療・介護の推進は喫緊の課
題である。また、超高齢社会・多死時代を迎え、医療機関や介護保険施設などの受入れに
も限界がある中で、在宅医療は慢性期及び回復期患者の受け皿として、また看取りの医療
提供体制の基盤の一つとして期待されている。これに対応するため、厚生労働省では、
2012（平成24）年度を「在宅医療・介護あんしん2012」と位置づけ、予算、制度的対
応、診療報酬・介護報酬といった各種施策を総動員しつつ、在宅医療・介護サービスの充
実を含め、住み慣れた場で自分らしい生活を送ることができる環境の整備を図ることとし
ている。
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図表3-3-1 在宅医療・介護の推進について　― 在宅医療・介護あんしん2012 ―

■24年度は「在宅医療・介護」の推進に向け施策を総動員【在宅医療・介護あんしん2012】

　施設中心の医療・介護から、可能な限り、住み慣れた生活の場において必要な医療・介護サービスが受
けられ、安心して自分らしい生活を実現できる社会を目指す。
○我が国は国民皆保険のもと、女性の平均寿命86歳（世界1位）、男性80歳（同2位）を実現するなど、世界でも
類を見ない高水準の医療・介護制度を確立。

○しかし、入院医療・施設介護が中心であり、平均入院期間はアメリカの5倍、ドイツの3倍。また自宅で死亡する
人の割合は、1950年の80％から2010年は12％にまで低下。

○国民の60％以上が自宅での療養を望んでいる。
○死亡者数は、2040年にかけて今よりも約40万人増加。

○国民の希望に応える療養の場および看取りの場の確保は、喫緊の問題。
○「社会保障・税一体改革大綱」に沿って、病院・病床機能の分化・強化と連携、在宅医療の充実、重点化・効率化
等を着実に実現していく必要があり、2025年のイメージを見据えつつ、あるべき医療・介護の実現に向けた策が
必要。

○予算での対応
　・日本再生重点化枠の活用等により、省横断的に在宅医療・介護を推進
○制度的対応
　・在宅医療に関する達成すべき目標や医療連携体制等を医療計画に盛り込むこととし、介護保険事業計画との連
動の重要性等を記載した「在宅医療の体制構築に係る指針」を提示（24年度中に各都道府県で策定作業→25年
度から5年間の新計画）

　・在宅医療の法的位置づけを含め、医療法改正について検討中
○診療報酬・介護報酬
　・24年度同時改定において、在宅医療・介護を重点的に評価

1	予算による対応
可能な限り住み慣れた生活の場で、必要な医療・介護サービスを受けられる体制を構築

することを目的として、1）在宅チーム医療を担う人材の育成、2）在宅医療の実施拠点
となる基盤整備、3）個別の疾患などに対応したサービスの充実・支援を推進するために、
2012（平成24）年度予算案において、35億円を盛り込んだところである。主な事業内
容については、次のとおりである。

（1）在宅チーム医療を担う人材の育成
在宅医療においては、医師・歯科医師・薬剤師・看護職員・リハビリ職種ケアマネ

ジャーなどの多職種が各々の専門知識を活かし、積極的な意見交換や情報共有を通じて、
協力して患者・家族の質の高い生活を支えるチーム医療が重要である。

在宅医療に関わる様々な職種が相互の理解を深め、多様なニーズを持つ在宅療養中の患
者に対して、質の高い在宅医療・介護を提供できる人材を育成するため、2012（平成
24）年度において、①各都道府県で中心的な役割を担う者に対して在宅チーム医療に関
する研修を行う「都道府県リーダー研修」、②都道府県リーダーが、各都道府県ごとに一
定数の地域リーダーを養成することを目的として、地域の在宅医療・介護従事者に対し
て、在宅チーム医療の教育展開の手法等に関する研修を行う「地域リーダー研修」の2つ
の研修を実施する。

（2）在宅医療の実施拠点となる基盤の整備
在宅医療の推進のためには、医療・介護にまたがる様々な支援を包括的・継続的に提供
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2 する連携体制の構築が重要である。
このため、2011（平成23）年度より、在宅医療を提供する機関など、多職種連携の上

で拠点的機能を担う機関を選定してモデル事業を実施しており（10か所）、2012（平成
24）年度には、箇所数を大幅に増加させて（105か所）、次のような機能を担う拠点につ
いてのモデル事業を行う。

図表3-3-2 在宅医療連携拠点事業

在宅医療連携拠点事業のイメージ

24時間連携体制、チーム医療提供

情報共有・連携

情報共有・連携

情報共有・連携

退
院

保健所

情報共有・連携

病院（急性期、亜急性期、回復期）

看護、介護サービス

在宅医療連携拠点
（在宅療養支援病院・在宅療養支援診療所・訪問
看護ステーション等）

24年度予算 2,058百万円 （H23　109百万円）
 重点化分 1,010百万円
 復旧・復興分 1,048百万円

事業報告書の作成事業
終了後

地域の診療所、薬局、
訪問看護ステーション、等

人材の育成・普及啓発

退院支援のサポート

地域包括支援センター

複合型サービス
事業所等 医療と介護の協働

■本事業の目的
○高齢者の増加、価値観の多様化に伴い、病気を持ちつつも可能な限り住み慣れた場所で自分らしく過ごす
「生活の質」を重視する医療が求められている。

○このため、在宅医療を提供する機関等を連携拠点として、多職種協働による在宅医療の支援体制を構築し、
医療と介護が連携した地域における包括的かつ継続的な在宅医療の提供を目指す。

・人材育成に関し
て積極的な役割
を担う

・医療福祉従事者
及び住民に対す
る普及啓発を行
う

連携拠点に配置されたケアマネジャーの
資格を持つ看護師とMSW等が地域の医
療・介護を横断的にサポートすること
で、病気を持ちながらも住み慣れた地域
で自分らしく過ごすことが可能となる
※復旧・復興分で実施する事業は、災害時に
必要な備品の整備を追加

・データ収集・分析を通じて、
在宅医療連携拠点が地域に
おいて必要な役割を果たす
ための条件を見出していく
ことにつなげる

・好事例の情報を広く関係者
に提供し、在宅医療の取組
みの全国的な向上を図る

・多職種連携の検討会において抽
出された課題と解決策

・24時間体制やチーム医療体制
の実現方法や課題

・効率的な医療提供のためのアウ
トリーチや活動内容

・連携拠点を担う医療機関の医師
の役割や機能

・ITを利用した多職種間の情報共
有のあり方　　　　　　　等

・地域の医療・介護関係者による協議の場を定期的に設置
・地域包括支援センターなどと連携しながら、医療・介護にまたがる様々な支援を包括

的かつ継続的に提供するよう関係機関と調整
・24時間対応の在宅医療提供体制の構築やチーム医療を提供するための情報共有シス

テムの整備
・人材育成、在宅医療に係る普及啓発　など
さらに、薬局で、がん患者等の在宅医療を推進するため、高い無菌性が求められる注射

薬や輸液などを身近な薬局で調剤できるよう、地域拠点薬局の無菌調剤室の共同利用体制
をモデル的に構築する事業を行う。
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長崎市医師会の取組み
～「緩和ケア普及のための地域プロジェクト」から	
「長崎市包括ケアまちんなかラウンジ」へ～

コラム

まちんなかラウンジは、がんや難病等により療養を余儀なくされた患者さんやご家族が、住みなれた地域で安心し
て生活するために必要な、医療や介護・福祉に関する相談をお受けする総合相談窓口です。

【介護や福祉に関する相談】 【医療に関する相談】

地域の診療所

在宅医療の提供

病　院

連携

連携

連携

連携

連携

連携

相　談

介護・福祉
サービス

介護・福祉・保健
などの各種支援

市　民
（患者さんやご家族）

長崎市包括ケア
まちんなかラウンジ

長崎市包括ケアまちんなかラウンジの相談業務

自宅で自立した
生活がしたい

家族の介護で…

がんと診断されたが、
自宅で療養したい

がんのつらさや不安を軽く
する緩和ケアを受けたい

在宅医療提供機関
・訪問看護ステーション
・長崎在宅Dr.ネット
・ナースネット長崎など

地域の介護・福祉
サービス事業所

市内の各地域包括
支援センター

2008（平成20）年4月、長崎市医師会は
「緩和ケア普及のための地域プロジェクト」
OPTIMを全国4地域の一つとして委託され、
その後、地域に密着した多くの事業を展開し
てきた。
今回は、その事業の中心となり取り組んで

きた野田剛稔医師（長崎市医師会顧問、取材
当時は会長）と藤井卓医師（認定NPO長崎
在宅Dr.ネット理事長、長崎市医師会副会長）
にお話を伺った。
長崎市医師会では、OPTIM長崎の活動と

して①緩和ケアの標準化、②地域連携の強
化、③専門的緩和ケアの利用の便の向上、④
市民への情報提供という点について重点的に
取り組んできた。
具体的には、長崎市医師会に「長崎がん相

談支援センター」を設置し、緩和ケアの市民
への啓発活動や医療従事者への研修会等を実
施したり、同意した患者のカルテを医療機関

が相互に閲覧できるシステム（あじさいネッ
ト）へ医師会として参加し、その整備を行っ
たりした。また、地域カンファレンスや多職
種研究会を開催し、医療機関だけでなく、薬
剤師、ケアマネージャー、保健師、管理栄養
士など幅広い分野との連携を確立した。
さらに、在宅医療を支える医師らが会員と
なっている「認定NPO長崎在宅Dr.ネット」
（2003（平成15）年発足）とも協力し、在
宅医療を望む患者の支援も行った。
OPTIM長崎の活動は2011（平成23）年
3月に終了したが、それまでの成果を受け、
2011年度からは長崎市が同事業を発展的に
継承し、長崎市医師会に委託する形で「長崎
市包括ケアまちんなかラウンジ」として、医
療のみではなく、介護・福祉も含めたワンス
トップ機能を持つ総合的な相談支援を行い、
病診連携や多職種連携ネットワークの構築支
援も行っている。
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2

（3）個別の疾患などに対応したサービスの充実・支援
地域の医師を対象とする緩和ケアの研修や介護を行う家族の口腔ケアに関する知識の普

及を図るなどの取組みを通じて、様々な地域で様々な疾患を持った患者が在宅医療の提供
を受けられる体制を構築する。

（4）地域包括ケアシステムの強化
市町村で地域包括ケアシステムを構築するため、地域包括支援センターの医療・介護な

どの多職種連携機能を強化することが必要であり、上述の35億円とは別に、2012年度
予算において、地域のネットワーク構築や多職種連携の場である地域ケア会議の運営の指
導的な役割を担う人材、在宅医療の医師、理学療法士・作業療法士などのリハビリ職、地
域保健の医師・保健師など助言を行う専門職の確保を支援する事業等を行う。

2	制度による対応
（1）医療計画

これまで在宅医療については、「居宅等における医療の確保に関する事項」として、医
療計画に定める事項となっていたが、都道府県によってその記載の内容や目標の設定など
の状況は格差がある状況であった。2013（平成25）年度から始まる次期医療計画からは、
医療連携体制の中で在宅医療を担う医療機関などの役割を充実・強化するため、厚生労働
省としては、2012（平成24）年3月、「在宅医療の体制構築に係る指針」を示し、各都
道府県において、介護保険事業（支援）計画との連携を考慮しつつ、達成すべき数値目標
や施策などを医療計画に記載することにより、地域の実情にあった在宅医療のシステム構
築や質の向上を図っていくこととした。

『「医療崩壊」ということも言われる中、医
師会として何か出来るのか。みんなで討議し
て考えた方法だった』と野田医師は言う。取
組みを開始した直後は、取組みに否定的な意
見も寄せられたというが、「顔の見える連携」
を構築すべく、何度も協議会や勉強会を重ね
た。協議会や勉強会では、医師も看護師もケ
アマネージャーもほとんど全員が発言をした
という。その結果、今では医師会員（専門医
を含む）同士や長崎大学病院などの基幹病院
や一般病院に加え、訪問看護師、歯科医師、
薬剤師、ケアマネ、長崎県栄養士会、保健所
など多くの職種・機関と連携し、長崎市の医
療を支えている。
これまで紹介してきた長崎市医師会の取組

みは、地域包括ケア事業のモデルとして広
がっていくことが考えられるが、藤井医師は

「上からの指示や計画だけではうまくいかな
い。実際に取り組む関係者の熱意がないとい
けない。勉強会などの素地づくりが非常に重
要だ」と説く。

今後も長崎市を中心に、地域包括ケアの動
きから目が離せない。
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図表3-3-3 在宅医療の体制

退院支援

急変時の対応

日常の療養支援

看取り

急
変

○入院医療機関と在宅医療
に係る機関との協働によ
る退院支援の実施 ○住み慣れた自宅や介護

施設等、患者が望む場
所での看取りの実施

○多職種協働による患者や家族の生活を支える観点から
の医療の提供

○緩和ケアの提供
○家族への支援

○在宅療養者の病状の急変時における緊急往診体制及
び入院病床の確保

・病院・診療所
・訪問看護事業所
・薬局
・居宅介護支援事業所
・地域包括支援センター
・在宅医療において積極
的役割を担う医療機関

・在宅医療に必要な連携
を担う拠点

等

病院・診療所、訪問看護事業所、薬局、居宅介護支援事
業所、地域包括支援センター、介護老人保健施設
短期入所サービス提供施設
在宅医療において積極的役割を担う医療機関
在宅医療に必要な連携を担う拠点　　　　　　　　　等

・病院・診療所
・訪問看護事業所
・薬局
・在宅医療において積極的役割を担う医療機関
・在宅医療に必要な連携を担う拠点　　　　　  等

・病院・診療所
・訪問看護事業所
・薬局
・居宅介護支援事業所
・地域包括支援センター
・在宅医療において積極
的役割を担う医療機関

・在宅医療に必要な連携
を担う拠点

等

3	診療報酬・介護報酬などによる対応
診療報酬と介護報酬の同時改定および障害福祉サービス等報酬改定が行われ、それぞれ

在宅医療・介護の推進に向けて充実が図られた。

（1）診療報酬
「社会保障・税一体改革成案」に沿って、病院・病床機能の分化・強化と連携（急性期

医療への医療資源の集中投入等）、在宅医療の充実、重点化・効率化等を着実に実現して
いくため、診療報酬と介護報酬の同時改定であることも踏まえて、地域生活を支える在宅
医療の充実に向けた取組等を重点課題とした。

具体的には、機能を強化した在宅療養支援診療所・病院などへの評価や看取りに至るま
での医療の充実、早期の在宅療養への移行や地域生活への復帰に向けた取組みの促進、在
宅歯科、在宅薬剤管理の充実、訪問看護の充実、医療・介護の円滑な連携などの評価の充
実を図った。
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2 図表3-3-4 在宅医療の充実

医療機関間連携等による在宅医療の機能強化と看取りの充実

在宅緩和ケアの充実

往診料　緊急加算 650点
在宅時医学総合管理料
（処方せん有） 4,200点

在宅患者緊急入院診療加算 1,300点
在宅ターミナルケア加算 10,000点

往診料　緊急加算
在宅時医学総合管理料（処方せん有）

在宅患者緊急入院診療加算

【現行】 【改定後】

・緊急時・夜間の往診料の引き上げ
・在宅時医学総合管理料の引き上げ
・在宅患者緊急入院診療加算の引き上げ
・在宅ターミナルケア加算の評価体系の見直し

（新）ターミナルケア加算
（新）看取り加算

850点
5,000点
2,500点
6,000点
3,000点

　医療機関間連携等を行い、緊急往診と看取りの実績等を有する医療機関について、評価の引き上げを行う。

　緩和ケア専門の医師・看護師と、在宅医療を担う医療機関の医師・看護師が共同して、同一日に診療・訪問を行っ
た場合を評価し、在宅緩和ケアの充実を図る。

＜機能を強化した在宅療養支援診療所/病院（病床を有する場合）の例＞

（2）介護報酬
2012（平成24）年度の介護報酬改定においては、地域包括ケアシステムの構築を推進

する観点から、在宅サービスの充実と施設の重点化、自立支援型サービスの強化と重点
化、医療と介護の機能分担・連携の推進、介護人材の確保とサービスの質の向上を行っ
た。

医療と介護の機能分担・連携の推進については、在宅生活時の医療機能の強化に資する
サービスの充実及び看取りへの対応強化、介護保険施設における医療ニーズへの対応強
化、入退院時における医療機関と介護サービス事業者との連携促進などを図った。

（3）障害福祉サービス等報酬
2012（平成24）年度の障害福祉サービス等報酬改訂においては、経営実態なども踏ま

えた効率化・重点化を進めつつ、障害者の地域移行や地域生活の支援を推進する方向で対
応し、地域で暮らす障害児・者やその家族が地域社会で安心して暮らすことができるよ
う、夜間の支援の強化や家族のレスパイトのためのサービスが拡充された。例えば、短期
入所では、単独型・医療型の評価を充実し、空床確保や緊急時受け入れをする機関は、手
厚く評価されることとなった。

すずらん薬局の取組みについて
～在宅医療推進に向けて～

コラム

近年、在宅医療提供体制を整備するための
取組みが進められている。在宅「医療」とい

う言葉からも、その取組みは病院や医師が中
心となって行われることが多いが、すずらん

384 平成24年版　厚生労働白書

第
3
章

安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安
安

安



薬局グループは在宅医療推進のための取組み
を積極的に行っている。
すずらん薬局グループは、広島市内を中心

に14店舗を展開している。「すべての人に
優しい薬局でありたい」という経営理念を掲
げ、高齢者や障害者、外国人といった人々も
利用しやすい薬局を目指している。具体的に
は、薬剤師や栄養士による相談会・健康教室
の開催、筆談や手話での対応、外国語に対応
した薬袋の使用等に取り組んでいる。本稿で
紹介する在宅医療への取組みも、経営理念に
基づく取組みの1つだ。
すずらん薬局グループの在宅医療への取組

みは、10数年前に医師の往診に同行したこ
とが始まりだという。大きな転機となったの
は2005（平成17）年2月。在宅ホスピス
を目指す医師と出会い、無菌調剤室を設置し
た。無菌調剤室とは、クリーンルームとも呼
ばれており、在宅医療で多く使われる高カロ
リー輸液や抗がん剤などを無菌的に調剤でき
る設備である。これをきっかけに本格的に在
宅医療に取り組むようになり、2011（平成
23）年7月までに関与した在宅患者数は
1,105名にもなる。
在宅医療への取組みは初めからうまくいっ

たわけではない。在宅医療における保険薬局
の役割を疑う医療・福祉関係者も少なくな
かったという。
しかし、そうした見方は、40代女性のA

さんへのサポートを通して払拭された。Aさ
んは娘2人（20歳と11歳）と3人暮らし

だったが、若くして末期がんと診断された。
Aさんが最期の時を娘2人と迎えたいと強く
希望したが、担当医は在宅ケアに必要な輸液
管理や緩和ケアに不慣れだったため、在宅移
行はなかなか進まずにいた。
そうした時、Aさんが入院していた病院か
らすずらん薬局大手町店へ、輸液管理や緩和
ケアへの対応が可能かどうか照会があり、対
応可能であることが確認され、また、主治医
との連携も担保されたため、Aさんは在宅ケ
アへ移行することとなった。
移行後は、病状の進行にともなうオピオイ
ド（鎮痛薬）の増量、レスキューの相談や
様々な副作用といった症状への対応、さらに
は夜間休日の緊急対応が必要となったが、大
手町店の担当薬剤師は医師や看護師と緻密に
連絡を取りながら対応した。ときには、薬剤
師独自の知見を生かし、処方提案をすること
もあったという。
担当薬剤師は、Aさんの症例を通して病院
の医師や看護師との信頼関係が構築され、連
携強化につながったと感じている。
今では、がん患者などの疼痛緩和のため医
療用麻薬を持続的に皮下注が必要な患者につ
いて、関係者と調整して、ディスポーザブル
ポンプへの無菌的充填をしたり、従来、在宅
でのレンタルが困難であったPCA付きシリ
ンジポンプを薬局でレンタルできるように
し、在宅療養を可能にした。シリンジポンプ
の具体的なレンタルシステムは下図のとお
り。

シリンジポンプ（麻薬皮下注など）レンタルシステム

在
宅
支
援
病
院

在
宅
支
援
診
療
所

在
宅
拠
点
薬
局

ポンプ加算
1250点

訪問
看護
ST 患者

ポンプメーカー

医療・衛生材料、機器説明

薬剤、医療・衛生材料、機器説明

薬剤
機器設置・
説明・回収

メンテ契約

レンタル契約

往診・交換

リース料

処方指示

器機説明
メンテナンス

指示 看護・交換
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2

第4節 地域包括ケアの推進

1	介護保険制度の現状と目指す姿
高齢化の進展に伴う要介護高齢者の増加や核家族化の進行など、要介護者を支えてきた

家族をめぐる状況の変化に対応するため、社会全体で高齢者介護を支える仕組みとして、
2000（平成12）年4月に介護保険制度は創設された。創設後10年を経過して、介護サー
ビスの利用者は在宅サービスを中心に着実に増加し、2010（平成22）年には約400万人
となった（図表3-4-1）。また、2010年に厚生労働省が実施した「介護保険制度に関する
国民の皆様からのご意見募集」によれば、60％を超える方から「介護保険を評価してい
る」と回答をいただき、介護保険制度は高齢期の暮らしを支える社会保障制度の中核とし
て、少子高齢社会の日本において必要不可欠な制度となっている（図表3-4-2）。

一方で、介護保険制度の現状には課題もある。1つは財政上の課題である。サービス利
用の大幅な伸びに伴い介護費用は急速に増大しており2011（平成23）年度総費用8.3兆
円）、高齢化がさらに進展し、団塊の世代が75歳以上となる2025（平成37）年には、介
護費用は約20兆円になることが見込まれている。将来にわたって安定的に介護保険を運
営するために、給付と負担のバランスについて長期的な視点で議論していく必要がある。

もう1つの課題は、社会構造の変化や介護を必要とする人たちのニーズに応えることで
ある。2025年の日本を考えてみると、高齢化は更に進み、およそ5.5人に1人が75歳以
上高齢者となり、認知症の高齢者の割合や、単独世帯・夫婦だけの世帯の割合が増加して

それまでは、他職種からは「薬を持ってき
てくれさえすればよい。管理は私たち（医師
や看護師）がやるから」といったような反応
が多かったが、今では在宅医療における薬剤
師の役割を認める他職種の人々も増えたそう
だ。また、退院し在宅での治療に切り替える
際に、医療関係者が打ち合わせる退院時カン
ファレンス等に声がかかるようになった。薬
剤師がいることで、医師や看護師が本来の仕
事に専念できるようになり、それがひいては
患者とその家族のQOL（生活の質）の向上
にもつながっている。
在宅医療に取り組む中で、いくつかの課題

も見えてきた。薬剤師の育成には多くの時間
とコストがかかるが、どのように進めていく
のか。また、在宅医療に必要な医療材料等を
いかにして無駄なく管理するか。さらには、
緩和医療に必要な機器のレンタルといった新
たな役割をどう果たしていくか。
課題は少なくないが、すずらん薬局グルー

プを経営する株式会社ホロンの古屋社長は、

今後も在宅医療への取組みを進めていきたい
と語る。現在、在宅医療における保険薬局の
役割についての勉強会やシンポジウムを開催
するなどしているが、一番大切なことは、顔
が見える関係を作り、薬剤師の職能を他職種
に知ってもらうこと。そのためには、待ちの
姿勢ではなく攻めの姿勢で取り組む必要があ
るとの実感を抱いている。今後もすずらん薬
局グループの挑戦は続いていく。
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いくと推計されている。また、首都圏を始めとする都市部で他の地域よりも急速に高齢化
が進むと予測される。一方で、自身や家族が介護を必要とするときに受けたい介護の希望
を調査したアンケートによれば、自宅での介護を希望する人が70％を超えている。（「介
護保険制度に関する国民の皆さまからのご意見募集」）

このような社会構造の変化やニーズに応えるために、現在介護保険制度が目指している

図表3-4-1 サービス受給者数の推移

○サービス受給者数は、10年で約254万人（170％）増加。
○特に、居宅サービスの伸びが大きい。（10年で203％増）

施設サービス
地域密着型サービス
居宅サービス

97
142 172 201 231 251 255 257 269 278 294

14 17 21 23 25

52
65

69
72

76 78 79 81 83 83 84

149

207
241

274
307

329 348 356 372 384 403

0
50
100
150
200
250
300
350
400
450

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010（年）

（万人）

資料：厚生労働省老健局「介護保険事業状況報告」（各年4月サービス分）
（注） 1. �介護予防サービス、地域密着型サービス及び地域密着型介護予防サービスは、2005年の介護保険制度改正に伴っ

て創設された。
2. �各サービス受給者の合計とサービス受給者数は端数調整のため一致しない。

図表3-4-2 介護保険制度への評価

○約６割が介護保険制度を評価している（大いに評価14％、多少は評価47％）
○一方、評価していない人が約2割（あまり評価していない19％、全く評価していない4％）

４．全く評価
　していない。

4%

５．何とも言えない。
10%

無回答
6%

介護保険制度への評価

１．大いに評価
している。
14%

２．多少は評価している。
47%

３．あまり評価
していない。
19%
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2 姿が、「地域包括ケアシステム」である。「地域包括ケアシステム」とは、重度な要介護状
態になっても、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができる
よう、中学校区などの日常生活圏域内において、医療、介護、予防、住まい、生活支援
サービスが切れ目なく、有機的かつ一体的に提供される体制のことをいう。

介護保険制度は、2005（平成17）年に大幅な改正を行い、予防重視型システムへの転
換、地域を中心とした新たなサービス体系としての地域密着型サービスの導入、地域包括
支援センターの創設等、地域包括ケアシステムの実現に向けてすでにその一歩を踏み出し
ており、2011年に行われた介護保険法の改正と介護報酬改定によって、更にその中身の
充実が図られている。

図表3-4-3 社会保障・税一体改革成案による介護の将来像

○住まい医療介護予防生活支援が体的に提供される地域包括ケアの実現により、重度な要介護状態となっても、
住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるようになる。

＜改革の主な具体策＞
・24時間対応の訪問サービス、グループホームや小規模多機能型サービスなどのサービスが充実。
・介護予防事業等により要介護状態になる高齢者が減少し、自立した高齢者の社会参加が活発になる。
・介護職員の処遇を改善し、キャリアパスを確立することにより、介護に必要な労働力が安定的に確保され、
介護職員が誇りを持って仕事に取り組むことができる。

※数字は、現状は2011年、目標は2025年のもので、人口1万人の場合

医　療 介　護

住まい
訪問介護
・看護

通院　通所
地域包括支援
センター・

ケアマネジャー

老人クラブ・自治会・介護予防・生活支援等

生活支援・介護予防

2025年の地域包括ケアシステムの姿
・在宅医療等
（1日あたり
17→29人分）

・訪問看護
（1日あたり
31→51人分）

相談業務やサービ
スのコーディネー
トを行います。

※地域包括ケアシステムは、
人口１万人程度の中学校区を

単位として想定

自宅・ケア付き
高齢者住宅

・介護人材
（219→364
  ～ 383人）

・グループホーム
（17→37人分）
・小規模多機能
（0.25→2か所）
・デイサービスなど

・24時間対応の定期巡
回・随時対応サービス
（1日あたり15人分）

2	介護保険法の改正
介護保険制度の在り方については、2010（平成22）年5月から社会保障審議会介護保

険部会において介護保険制度全般について議論が行われ、2010年11月30日に「介護保
険制度の見直しに関する意見」が取りまとめられた。これらの意見を踏まえ、2012（平
成24）年度から始まる第5期介護保険事業計画に向けて、地域包括ケアシステムの実現
を図るため、第177回通常国会に「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一
部を改正する法律案」を提出し、2011（平成23）年6月15日に成立した。
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図表3-4-4 介護サービスの基盤強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の概要

○高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提
供される「地域包括ケアシステム」の実現に向けた取組を進める。

【施行日】1⑤、2②については公布日施行。その他は平成24年4月1日施行。

1　医療と介護の連携の強化等
①医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが連携した要介護者等への包括的な支援（地域包括ケア）を推進。
②日常生活圏域ごとに地域ニーズや課題の把握を踏まえた介護保険事業計画を策定。
③単身・重度の要介護者等に対応できるよう、24時間対応の定期巡回・随時対応サービスや複合型サービスを創設。
④保険者の判断による予防給付と生活支援サービスの総合的な実施を可能とする。
⑤介護療養病床の廃止期限（平成24年3月末）を猶予。（新たな指定は行わない。）
2　介護人材の確保とサービスの質の向上
①介護福祉士や一定の教育を受けた介護職員等によるたんの吸引等の実施を可能とする。
②介護福祉士の資格取得方法の見直し（平成24年4月実施予定）を延期。
③介護事業所における労働法規の遵守を徹底、事業所指定の欠格要件及び取消要件に労働基準法等違反者を追加。
④公表前の調査実施の義務付け廃止など介護サービス情報公表制度の見直しを実施。
3　高齢者の住まいの整備等
○有料老人ホーム等における前払金の返還に関する利用者保護規定を追加。
※厚生労働省と国土交通省の連携によるサービス付き高齢者向け住宅の供給を促進（高齢者住まい法の改正）
4　認知症対策の推進
①市民後見人の育成及び活用など、市町村における高齢者の権利擁護を推進。
②市町村の介護保険事業計画において地域の実情に応じた認知症支援策を盛り込む。
5　保険者による主体的な取組の推進
①介護保険事業計画と医療サービス、住まいに関する計画との調和を確保。
②地域密着型サービスについて、公募・選考による指定を可能とする。
6　保険料の上昇の緩和
○各都道府県の財政安定化基金を取り崩し、介護保険料の軽減等に活用。

（1）地域ニーズや課題の把握を踏まえた介護保険事業計画の策定
地域包括ケアシステムを実現するため、市町村は、従来の高齢者の利用意向調査にとど

まらず、日常生活圏域ごとにニーズ調査を実施し、地域の高齢者の心身の状況やその置か
れている環境などの課題や必要とするサービスを的確に把握・分析するよう、介護保険事
業計画の策定方法を見直した。また、地域の実情に応じて記載すべき事項として、認知症
支援策の充実、医療との連携、高齢者の居住に関する施策との連携、見守りや配食などの
多様な生活支援サービスを位置付けた。

（2）定期巡回・随時対応サービスの創設
医療や介護が必要となっても、住み慣れた地域と住まいで必要なサービスを利用しなが

ら、在宅生活の継続を希望する高齢者が多いことが、様々な調査で明らかになっている。
このため、単身・重度の要介護者などが、できる限り在宅生活を継続できるよう、訪問介
護と訪問看護の連携の下で、適切なアセスメントとマネジメントに基づき、日中・夜間を
通じて、定期巡回訪問と随時の対応等を適宜・適切に組み合わせて提供する「定期巡回・
随時対応型訪問介護看護」を創設した。
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2 図表3-4-5 定期巡回・随時対応サービスの創設

○重度者を始めとした要介護高齢者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護を一
体的に又はそれぞれが密接に連携しながら、定期巡回訪問と随時の対応を行う「定期巡回・随時対応型訪問
介護看護」を創設（平成24年4月）。

オペレーター

訪問介護と訪問看護が一体的又は
密接に連携しながら、定期巡回型
訪問を行う

利用者からの通報により、電話
やICT機器等による応対・訪問
などの随時対応を行う 定期巡回型訪問

定期巡回型訪問

○地域密着型サービスの一類型として創設
○対象者は要介護者のみ（介護予防サービスは規定していない）
○身体介護サービスを中心とした一日複数回サービス
（看護や生活援助サービスについても一体的に提供）

随時対応
通報

都会における高齢者見守り活動

コラム

1	都会特有の事情
人の移動が比較的少なく、人間関係が濃密

な地域では、住民が日常的に交流するため、
互いに生活の異変などに気付きやすい。お互
い様の精神が残っていれば、困った場合に
は、互いに支援の手を伸ばしやすく、また、
支援を受け入れやすい。
しかし、都会では、プライバシーが尊重さ

れる反面、隣人のことを全く知らないでいる
場合もある。働き盛りのときは、ご近所付き
合いより、仕事などのネットワークの方を優
先しがちである。しかし、年を重ね、従来の
ような活動的なネットワークを維持できなく
なった場合、ご近所付き合いを慌てて始めよ
うとしても容易なことではない。その結果、
都会において、社会的に孤立する住民が増え
る傾向にある。

2	世田谷区における見守りボランティア
活動
このような状況を見越して、世田谷区は、

2009（平成21）年7月に、「全高齢者実態

把握調査」を行い、65歳以上の高齢者の健
康状態や地域での生活状況などを把握すると
ともに、介護問題（いわゆる老老介護など）
や社会的孤立など、高齢者の抱える課題につ
いて分析した。（回答数109,889人、回答率
73.3%）
その中で、「見守り訪問を希望する」と回
答した者が10，741人（10.4%）、「今は希
望しないが、今後は希望するかもしれない」
が66.2%あったことは注目される。
高齢者がいる世帯の内、ひとり暮らしが
17.9%、高齢者のみ世帯が34.8%を占めて
いたことから、若年者が居る世帯であって
も、見守り訪問を希望する世帯は少なからず
あったことが分かる。
こうした状況により、区では見守り施策の
充実のために、4つの重点施策に取り組んで
いる。その内容は、①地域住民と連携して行
う、「地区高齢者見守りネットワーク」②民
生委員が介護保険を利用していない高齢者宅
を訪問する、「民生委員ふれあい訪問」③24
時間受け付けられる電話相談を安心コールセ
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ンターで行うとともに安否確認を実施する
「高齢者安心コール」④あんしんすこやかセ
ンター（地域包括支援センター）に見守り
コーディネーターを配置して、見守りの必要
性の高い高齢者への相談支援を行う「あんし
ん見守り事業」である。
そのうち、「あんしん見守り事業」は2010

（平成22）年11月より区内10箇所のあんし
んすこやかセンターでモデル実施しており、
その中の見守り手法の一つとして、見守りボ
ランティアによる訪問を実施している。
この事業は、まだモデル事業であることも

あって、見守りサービスを行うボランティア
の数は少ない。希望者なら誰でもこの事業の
ボランティアになれるというわけではない。
高齢者の自宅を訪問するという事業の性質
上、トラブルが起こらないよう、公募せず、
地域活動に精通した人を選んでいる。2011
（平成23）年11月時点での実績では、世田
谷区を構成する27地区中10地区で実施さ
れており、登録数38名、活動者数25名で
ある。主に、元民生委員の方、町内会から推
薦を受けた方、ボランティアとして熟練し定
評のある方などが見守りボランティアとして
活躍している。
見守りボランティアは65歳以上の元気な

高齢者が担っており、介護支援ボランティ
ア・ポイント事業を活用している。見守りは
必要な高齢者の自宅への訪問1回につき、1
ポイントを付与し、元気な高齢者のやりがい
や介護につながっている。
また、問い合わせがあれば、すぐボラン

ティアが動くわけではなく、あんしんすこや

かセンター等に情報が寄せられた、見守りの
必要性が高いと考えられる高齢者を対象に、
見守り相談を実施し、その中から必要に応じ
て、ボランティアにつないでいる。あんしん
すこやかセンターの見守り相談についてはこ
の事業が2010年11月にスタートしてから
2011年3月までの相談実績は3,698件、
2011年4月から8月まで4，782件であっ
た。その約7割で、単発の見守り訪問が行わ
れ、その半数弱で、介護サービスの導入
（9.6%）や、あんしんすこやかセンターの継
続訪問やその他のサービスの導入（36.2%）
に繋がっている。高齢者が継続的な訪問サー
ビスの受け入れに同意するまで、平均3.5回
程度の単発訪問が行われている。人間関係
（信頼関係）の確立に手間暇がかかることは
避けられない。
それでも、ひとり暮らしや老老介護で社会
的に孤立している人、介護認定レベルIやII
などを受けているが元気な人などを、地区
ネットワークに取り込む効果は大きい。今ま
では独りで、あるいは、高齢者同士で暮らし
て来た人でも、体調などの変化をタイムリー
に捉え、介護サービス等に繋げた実績がいく
つか上がって来ている。
世田谷区では、2012年度以降、見守りの
対象者を65歳未満にも広げようとしている。
また、2013（平成25）年度からは、全27
地区でサービスを提供することを計画してい
る。ボランティアの募集、ボランティア活動
のあり方、コーディネーターの配置、人件費
の確保など、課題を一つひとつ克服して行く
必要がある。

せたがや介護支援ボランティア・ポイント事業の紹介

コラム

介護支援ボランティア制度は、2007年5
月に厚生労働省からの通知により、介護保険
の地域支援事業として市町村が実施すること
が可能になった。通知によると、この制度は
介護人材の育成や確保を主目的としたもので
はなく、介護予防と地域の活性化に資する取

組みとして推進することとされている。いわ
ば、①高齢者の介護予防、②住民相互による
地域に根ざした介護支援などの社会参加活
動、③にぎわいにあふれる地域づくりなどを
同時に実現することをめざしたものである。
したがって、ボランティア・ポイントを換

＊	 満65歳から、介護保険の1号被保険者になれるので、本制度の資格要件も、65歳以上、上限無しと定められている。
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2
金できるとは言え、どの自治体でも、上限金
額はそう高くない。（最大でも年間1万円程
度。）ボランティア・ポイントは、介護保険
料負担軽減資金といういかめしい名称で換金
されるが、保険料の軽減効果としてはささや
かなものである。
この制度を全国で初めて導入したのは東京

都稲城市（2007年9月）であるが、それよ
り半年遅れで同制度をスタートさせた、東京
都で最大の人口（約85万人）を有する世田
谷区の介護支援ボランティア・ポイント事業
を見てみよう。
世田谷区の65歳以上の人口は、平成24

年4月1日現在で160,018人、比率では
18.7%であった。また、60-64歳人口は約
5.32万人であったので、毎年約1万人が介
護保険の第1号被保険者になる状況である。
世田谷区の制度は、以下3つの事業から成

り立っている。
・介護支援ボランティア研修
・介護支援ボランティア・ポイント事業
・介護保険料負担軽減資金支給
【介護支援ボランティア研修・ボランティ
ア活動】
介護支援ボランティア研修は、希望者に対

し、3時間で制度概要の解説と介護事業所・
施設の案内およびコミュニケーション・スキ
ルなど、介護支援ボランティア活動を行う上
での留意点などを学ばせるもので、平成24
年3月末時点で、既に1,200人以上が受講
済みである。
特殊なスキルを必要としないので、誰でも

研修を受ければ介護支援ボランティアになれ
る。最近では男性のボランティアも増加して
いるようだ。
しかし、何事にも向き不向きがあり、研修

を受けた方全員が介護支援ボランティアとし
て活動する訳ではない。研修を受けてみて、
あるいは実際にボランティア活動を行ってみ
て、自分のイメージと違っていたり、体調不
良によりボランティア活動を止めたとしても
全く問題は無い。一つの趣味として、気負わ

ず、無理をせずに取り組めば良いのである。
【介護事業所・施設等の登録】
介護支援ボランティア制度は、ボランティ
アを行う側はもちろん、それを受け入れる介
護施設等も、互いに自主的な活動である。現
在、区内では85施設がこの制度に登録して
おり、区民からの問い合わせに的確に対応で
きるよう、ボランティアの相談を受けたり、
希望日の調整を行う担当者を各施設で決めて
いる。
一般的に、特別養護老人ホームなど、規模

の大きい施設はボランティア活動のメニューが
豊富であるためか、人気が高い。介護事業所・
施設側で、ボランティアのニーズやスキルに
合わせたメニューを作っていることもある。
ボランティア・ポイントの交付は、区から
介護事業所等に委託されており、1時間につ
き1ポイント（50円相当）が、ボランティ
ア手帳に貼付される。1日2時間、毎週2回
ボランティア活動を行えば、年間で208ポ
イント貯まる計算だが、ポイントを交付でき
る上限は、1人あたり120ポイント（6,000
円）までと決められている。また、ボラン
ティア手帳は単年度制であり、120ポイン
ト貯めなくても、毎年換金出来るというのは
嬉しい。
【総合評価】
本事業については、制度そのものに対する
苦情が殆どない。仲間ができてよかった、生
活にリズムとメリハリができた、認知症への
理解が深まったなど、ボランティアにとって
も得るところが多い事業である。
行動経済学では、報酬が無い、あるいは少

ない活動ほど、ボランティアが熱心に取り組
む現象が知られている。せたがや介護支援ボ
ランティア・ポイント事業も、そのような例
の一つかもしれない。活動の量や質が報酬と
釣り合っているかどうかということよりも、
この制度を契機として介護世代同士、のんび
りと交流を深めれば良いのではないだろうか。
【事業実績】
最後に、世田谷区の事業実績を紹介する。
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（3）介護職員等によるたんの吸引等の実施
従来、たんの吸引等については、医師の医学的判断及び技術をもってするのでなければ

人体に危害を及ぼし、又は危害を及ぼすおそれのある医行為にあたるという前提のもと、
介護現場のニーズを踏まえ、当面のやむを得ない措置として、介護職員等が一定の要件の
下で実施することを、運用により認めてきた。こうした運用上の対応による介護職員等の
不安定な地位を解消し、介護現場での必要なケアをより安全に提供できる仕組みを構築す
るため、「社会福祉士及び介護福祉士法」（昭和62年法律第30号）を改正し、2012（平
成24）年４月１日から、一定の研修を受けた介護職員等は、医療関係者との連携等の安
全体制を確保した事業所で、たんの吸引等を行うことを法制度上認めている。

（4）保険料上昇の緩和
高齢化や介護サービスの充実が進み、65歳以上の高齢者が負担する第1号保険料の基

準月額の全国平均は、第1期の2,911円から第4期の4,160円まで上昇した。今後、高齢
化の進展や、地域包括ケアシステムの実現に向けたサービスの充実により、介護に要する
費用の更なる増大が見込まれている。

2012（平成24）年度から始まる第5期では、都道府県に設置されている財政安定化基
金について、必要とされる額より過大な積立金があったことから、本来の目的に支障を来
さない範囲で取り崩しを行った。この措置による軽減効果もあり、第5期の全国平均は
4,972円となっている。

3	平成24年度介護報酬改定
平成24年度の介護報酬改定においては、地域包括ケアシステムの構築を推進する観点

から、在宅サービスの充実と施設の重点化、自立支援型サービスの強化と重点化、医療と
介護の機能分担・連携の推進、介護人材の確保とサービスの質の向上を行った。

さらに、介護従事者の賃金が他職種と比べて低い傾向にあり、また離職率が高く、人材
確保が困難な状況であるため、第169回国会で「介護従事者等の人材確保のための介護
従事者の処遇の改善に関する法律」（平成20年法律第44号）が成立した。こうした状況
を踏まえ、平成21年度介護報酬改定において、プラス3.0％の改定を行い、さらに平成
21年度第一次補正予算において、介護職員（常勤換算）1人当たり平均月1.5万円の賃金
引き上げに相当する介護職員処遇改善交付金により、介護職員の処遇改善に取り組んでき
た。この結果介護職員の平成22年度の賃金は、平成20年に比べ1人当たり平均月額約
2.4万円引上げられた。＊11

年度 ボランティア研修
参加者（人） 登録事業者数 ボランティア・ポイ

ントの交付数（枚）
介護保険料負担軽減
資金申請人数（人）

介護保険料負担軽減
資金申請金額（円）

20年度 545 36 13,501
21年度 294 76 19,714 211 566,350
22年度 197 84 22,280 285 920,800
23年度 164 86 22,301 296 967,300

＊11	 2009（平成21）年度及び2010（平成22）年度に実施した介護職員処遇状況等調査の結果による。
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2 さらに平成24年度介護報酬改定においても、プラス1.2％の改定を行い、これまでの
処遇改善の取組みが継続されるよう「介護職員処遇改善加算」を創設するなど、引き続
き、これらの取組みを着実に実施し、介護従事者の処遇改善を図っている。

図表3-4-6 平成24年度介護報酬改定のポイントについて

地
域
包
括
ケ
ア
の
推
進

1．在宅サービスの充実と施設の重点化
中重度の要介護者が住み慣れた地域で在

宅生活を継続できるようなサービスの適切
な評価及び施設サービスの重点化。

2．自立支援型サービスの強化と重点化
介護予防・重度化予防の観点から、リハ

ビリテーション、機能訓練など自立支援型
サービスの適切な評価及び重点化。

3．医療と介護の連携・機能分担
診療報酬との同時改定の機会に、医療と

介護の連携・機能分担を推進。

4．介護人材の確保とサービスの質の向上

・日中・夜間を通じた定期巡回・随時対応サービスの創設（新サービス）
・複合型サービス（小規模多機能＋訪問看護）の創設（新サービス）
・緊急時の受入の評価（ショートステイ）
・認知症行動・心理症状への対応強化等（介護保険3施設）
・個室ユニット化の推進（特養、ショートステイ等）
・重度化への対応（特養、老健、グループホーム等） 等

・訪問介護と訪問リハとの連携の推進
・短時間型通所リハにおける個別リハの充実（通所リハ）
・在宅復帰支援機能の強化（老健）
・機能訓練の充実（デイサービス）
・生活機能向上に資するサービスの重点化（予防給付） 等

・入院・退院時の情報共有や連携強化（ケアマネジメント、訪問看護等）
・看取りの対応の強化（グループホーム等）
・肺炎等への対応の強化（老健）
・地域連携パスの評価（老健） 等

・介護職員処遇改善加算の創設
・人件費の地域差の適切な反映
・サービス提供責任者の質の向上 等

4	高齢者の住まいや介護基盤の整備
高齢化が急速に進む中で、高齢の単身者や夫婦のみ世帯が増加していることから、介

護・医療と連携して、高齢者を支援するサービスを提供する住宅を確保することは極めて
重要である。

我が国は欧米各国と比較して、特養等の介護施設の全高齢者に対する割合は同程度であ
るが、高齢者に配慮された住宅の割合は少なく、整備が立ち後れているのが現状である。
このような住まいが足りないために、高齢者が安心して生活できる場としてのニーズが施
設、特に特養に集中している現状があることから、特養等の介護基盤の整備を更に一層進
めるとともに、国土交通省と連携しながら、高齢者を対象とした状況把握サービスや生活
相談サービスを提供する「サービス付き高齢者向け住宅」の供給促進を図っていくことと
している。

併せて、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅においては、入居者を保護する
観点から、入居後一定期間内に契約解除又は入居者が亡くなった場合に、家賃、サービス
費用などの実費相当額を除いて、前払い金を全額返還する契約を義務づけることとした。

5	認知症対策の推進
認知症になっても住み慣れた地域で安心して生活を継続するためには、医療、介護及び

地域が有機的に連携したネットワークを形成し、効果的な支援を行うことが重要である。
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このため、市町村に認知症地域支援推進員を配置し、当該推進員を中心とした介護と医
療の連携強化、地域における支援体制の構築、さらには認知症サポート医の養成やかかり
つけ医に対する研修、認知症サポーターの養成などの施策を行ってきたところである。

また、成年後見制度の需要の増大が見込まれていることから、2011（平成23）年度に
市民後見事業を創設し、市町村において地域住民で後見業務に携わろうとする者に対する
研修や後見活動を支援する仕組みを構築する等の事業を実施している。更に老人福祉法の
一部改正により、市町村長による後見等の審判請求が円滑に実施されるよう、市町村が後
見等に係る体制の整備（市民後見人の育成及び活用など）を行うこと及び、都道府県が市
町村への助言その他の援助を行うことが努力義務として規定され、2012（平成24）年度
から施行されている。

今後、高齢化のさらなる進展を踏まえ、認知症の方々は急速に増加していくことが見込
まれている。認知症施策のより一層の充実を図っていくために、「認知症の人は、精神科
病院や施設を利用せざるを得ない」という考え方を改め、「認知症になっても本人の意志
が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けることができる社会」の
実現を目指し、省内の関係部局長から構成されるプロジェクトチームを設置、本年6月に

「今後の認知症施策の方向性について」をとりまとめた。このとりまとめを踏まえ必要な
施策等を、今後順次実施することとしている。

図表3-4-7 『今後の認知症施策の方向性について』の概要

日常診療 日常診療

認知症疾患
医療センター

確定診断

居宅サービス
地域密着型サービス等

かかりつけ医 認知症行動・心理症状悪化時
などの急性増悪期診療

短期治療
（精神科医療機関等）

短期入所等施設を
利用したサービス

認知症初期集中
支援チーム

老健施設・特養等

急性
増悪期

認知症
疑い

自宅

家族

自宅

家族

本人 本人

自宅

家族

本人

気づき

1　標準的な認知症ケアパスの作成・普及

2　早　期　診　断 ・早　期　対　応

5　地域での日常生活・家族の支援の強化

6　若年性認知症の特性に配慮し、支援のためのハンドブックを作成、配布するとともに、本人や関係者等が交流できる居場所づくりの設置等を促進する
7　認知症の人への医療・介護を含む一体的な生活の支援として「認知症ライフサポートモデル」を策定し、これらを踏まえ医療・介護サービスを担う人材を育成する

3　地域での生活を支える医療サービスの構築

4　地域での生活を支える介護サービスの構築

「認知症の薬物治療に関するガイドライン」の策定

今後目指すべき基本目標－「ケアの流れ」を変える－

精神科病院に入院が必要な
状態像の明確化

気づき～診断まで 日常在宅ケア 日常在宅ケア急性増悪期ケア

○「認知症の人は、精神科病院や施設を利用せざるを得ない」という考え方を改め、｢認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で
暮らし続けることができる社会」の実現を目指す。

○この実現のため、新たな視点に立脚した施策の導入を積極的に進めることにより、これまでの「ケアの流れ」を変え、むしろ逆の流れとする標準的な認知症ケアパス（状
態に応じた適切なサービス提供の流れ）を構築することを、基本目標とする。

認知症の人やその家族が、認知症と疑われる症状が発生した場合に、
いつ、どこで、どのような医療や介護サービスを受ければよいか理
解できるよう、標準的な認知症ケアパスの作成と普及を推進する。

不適切な薬物使用により長期入院することのないように、
実践的なガイドラインを策定し、普及を図る。

「認知症サポーターキャラバン」の継続的な実施
「認知症サポーター」の養成を引き続き進めるとともに、
その自主的な活動が、認知症の人を支える地域づくりへ
と広がりをみせるよう支援していく。

「認知症地域支援推進員」の設置
全国の市町村に、介護と医療の連携を
強化し、認知症施策の推進役を担う「認
知症地域支援推進員」を設置する。

家族に対する支援
認知症の人のアセスメント、サービス提供等を行う
際には、認知症の人だけでなく、家族への支援の視
点を含めたサービス提供が行われるようにする。

市民後見人の育成と活動支援
全国の自治体で権利擁護の確保や、市
民後見人の育成と活動支援が実施され
るよう、その取組の強化を図る。

医療従事者、介護関係者を含めた
有識者等により十分な調査、研究
を行う。

認知症にふさわしい
介護サービスの整備

「グループホーム」「小規模多機能
型居宅介護」などの地域密着型
サービスの拡充を図る。

「認知症初期集中支援
チーム」の設置

認知症の人や家族に関わ
り、アセスメント、家族支
援などの初期支援を包括
的・集中的に行い、自立生
活のサポートを行う事業を
モデル的に実施する。

「身近型認知症疾患医療
センター」の整備

かかりつけ医と連携し、そのバックアッ
プを担う医療機関を整備し、早期の的
確な診断、介護との連携を確保する。

かかりつけ医の認知症
対応力の向上

認知症の人の日常の医療をかかりつけ
医が担えるよう、その認知症対応力の
向上を図る。

認知症行動・心理症状が原因で在宅生活が
困難となった場合の介護保険施設等での対応
認知症の症状が悪化し、在宅での対応が困難と
なった場合には、介護保険施設等の地域の介護
サービスがその担い手となることを推進していく。

精神科病院からの円滑な退院・在宅復帰の支援
「退院支援・地域連携クリティカルパス（退院に向け
ての診療計画）」の作成等を通じて、退院後に必要な
介護サービス等が円滑に提供できる仕組づくりを推進
する。

「グループホーム」の活用の推進
「グループホーム」の事業所が、その
知識・経験・人材等を生かして、在宅
で生活する認知症の人やその家族への
相談や支援を行うことを推進する。

一般病院・介護保険施設等
での認知症対応力の向上

「身近型認知症疾患医療センター」
の職員が行動・心理症状等で対応
困難な事例へのアドバイスや訪問
をし、専門的な医療を提供する。

一般病院での認知症の人の手術、処置等の実施の確保
一般病院勤務の医師・看護師をはじめとする医療従事者が、認知
症ケアについて理解し適切な対応ができるよう研修を拡充する。
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2
第5節 医療イノベーションの推進

1	医療イノベーションをめぐる状況について
医薬品・医療機器産業は、革新的な医薬品・医療機器を開発し、国民の医療の質を向上

させることにより、健康長寿社会の実現に寄与することが求められている。また、グロー
バル化が進展し、国際競争が厳しくなる中、知識集約産業である医薬品・医療機器産業
は、資源が乏しい日本の成長を牽引することが期待されている。

このため、本年6月に、政府全体の戦略として、産学官一体となり、革新的医薬品・医
療機器の創出や、再生医療、個別化医療といった世界最先端の医療の実現を目指す「医療
イノベーション5か年戦略」を取りまとめ、日本再生戦略に盛り込んだ。

厚生労働省としては、有効性・安全性に優れた革新的な医薬品・医療機器をより早く使
いたいという国民・患者のニーズに応えるべく、大学等の優れた基礎研究の成果等が円
滑・迅速に実用化につながるよう、各段階に応じた支援を充実させることとしている。具
体的には、基礎研究等から医薬品の実用化までを切れ目なく支援するためのオールジャパ
ンでの創薬支援体制として、厚生労働省の（独）医薬基盤研究所が中心となる創薬支援
ネットワークを構築すること、国際水準の臨床研究、難病等の医師主導治験等の中心的役
割を担う臨床研究中核病院を整備すること、医薬品・医療機器等の審査の迅速化・質の向
上を図るため、医療機器等の特性を踏まえた薬事法改正を行うこと等に取り組むこととし
ている。こうした取組みにより、例えば、がんの分野においては、日本発の革新的ながん
治療薬の創出に向け10種類程度治験へ導出すること、難病・肝炎・感染症等の重点領域
分野の疾患については治療薬、ワクチン開発等を目指すこととしている。また、再生医療
や個別化医療などの新たな医療分野については、研究開発の推進や実用化を加速するため
の仕組みつくりに取り組むこととしている。厚生労働省においては、これらの取組みを加
速させるため、省内に大臣を本部長とする「厚生労働省医療イノベーション推進本部」を
設置し、医療イノベーションの推進に取り組んでいる。

2	革新的な医薬品・医療機器の創出
「医療イノベーション5か年戦略」の大きな柱である革新的な医薬品・医療機器の創出

に向け、以下の取組みを行うこととしている。

（1）創薬支援ネットワークの構築
我が国の優れた基礎研究の成果等を確実に医薬品の実用化につなげるため、オールジャ

パンでの創薬支援体制として、（独）医薬基盤研究所を中心に、経済産業省の（独）産業
技術総合研究所や文部科学省の（独）理化学研究所といった創薬関連研究機関等とともに
創薬支援ネットワークを構築することとしている。同ネットワークにおいては、有望な
シーズの選定、臨床研究・治験につなげるための戦略の策定・助言、応用研究から非臨床
研究を中心とした技術的助言や支援等を行うとともに、これに関連する重点的な研究開発
費の助成等を行うことを通じて実用化を支援することとしている。
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（2）臨床研究中核病院等の整備
革新的な医薬品・医療機器の創出のためには、臨床研究・治験の推進は不可欠である。

そのため、厚生労働省では、「医療イノベーション5か年戦略」の下、文部科学省と共に
「臨床研究・治験活性化5か年計画2012」を2012（平成24）年3月に策定した。今後、
同計画や「医療イノベーション5か年戦略」等に基づき、臨床研究・治験環境の整備を行
なっていく。特に、今後更なる取組みが求められている開発の早期段階の治験や質の高い
臨床研究を推進するため、早期・探索的臨床試験拠点や臨床研究中核病院を整備してい
く。早期・探索的臨床試験拠点は、新規医薬品・医療機器について、世界に先駆けてヒト
に初めて投与・使用する試験や開発早期に安全性、有効性を少数の対象で確認する試験等
を行う拠点としての役割を担う。また、臨床研究中核病院は、国際水準の臨床研究や難
病、小児領域等の医師主導治験の実施体制を有するとともに、複数病院からなる大規模
ネットワークの中核として、他の病院に対する支援機能を併せ持ち、高度かつ先進的な臨
床研究を中心となって行う役割を担う。こうした取組みにより、医療イノベーションを力
強く推進していく。

第2部　現下の政策課題への対応
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